
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

7201

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命 分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

立体構造解析パイプラ
インは国内では類を見
ない独自の優れたシス
テムであり、是非活用
すべきである。特に
NMR施設は国内最大規
模で、ユーザー希望は
非常に多いと考えられ、
広く利用できるように整
備すべきである。また、
システム改変による新
規機能の創生は夢のよ
うな話と思われるが、実
際に人工塩基や非天然
アミノ酸を細胞に組み
入れる技術が開発さ
れ、夢が現実に近づい
ている。

立体構造解析パイプラ
インを活用し、実際に医
薬品につながる構造解
析に成功している。フィ
ージビリティーも高いと
考えられる。

7202

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

市販の実験生物は、購
入することにより手に入
れることができるが、商
業ベースにのらない生
物は、研究者自身が提
供するバイオリソースに
頼らざるを得ない。海産
無脊椎動物は研究者人
口がまだ少ないが、独
自性が高く我国がバイ
オリソースとして世界に
提供すべきである。

海産無脊椎動物は研究
者人口がまだ少ない
が、オリジナリティーが
高く、今後、利用価値が
増えると予想される。日
本の独自性が高いカタ
ユウレイボヤとニッポン
ウミシダは、世界的なニ
ーズが期待されており、
維持すべきである。従
来、棘皮動物の代表と
して入手しやすいウニ
が用いられてきたが、
進化系統的にウニは派
生種であり、本来の形
質を維持するウミユリ類
のニッポンウミシダは貴
重な実験材料である。
世界的にもウミシダの
養殖に成功した例は日
本しかなく、維持しなけ
れば、世界のウミユリ類
の研究が破綻する。

ゲノム創薬加

当該施策については電
子線・Ｘ線回折によるタ
ンパク質構造決定、ＮＭ

現在、当該施策では製
薬企業では通常実施で
きない研究開発を行っ
ている点が非常に評価
できます。また手法自
体も極めて独自性が高
いと感じます。実施に当
たっては、国内の主要
な製薬メーカが参加し
ており、開発した手法を
実際に応用して、新規
薬剤候補化合物を得る
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7203
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27149

速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

Ｒによる創薬手法、計
算機による創薬手法の
開発の全てに関しこの
まま推進すべきと考え
ます。

ことに成功しておられる
ようです。こういった研
究開発は、経済産業省
の行う施策として真価
が発揮されていると感じ
ます。 
新たなタンパク質構造
を決定することも計算機
手法を開発することも、
創薬における我が国の
国際競争力を維持する
上で極めて重要ですの
でこのまま推進されるこ
とを望みます。

7204

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

博士後期課程のエリー
トを育てるためには、博
士課程は修士課程と一
貫の教育をめざし、幅
広く人材を教育する必
要がある。人数をあまり
限らずに、広い大学院
生支援をできるプログラ
ムとすべきである。ま
た、基礎科学分野でも
国際的に活躍できるエ
リートの養成が必要で、
その分野もサポートを
強めて日本の科学が最
先端を維持できる教育
を行うべきである。

産業界への道筋に特化
したり、人数を極端に限
ったりするべきではない
から。

7205

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等の施設
は、世界一流の優れた
人材の養成、独創的・
先端的な学術研究、高
度先進医療の推進のた
めの拠点であり、我が
国の経済成長の鍵を握
る人材力を強化し、技
術力を発揮していくため
のイノベーションの基盤
となるものである。 
 このため、運営費交付
金や補助金の削減など
大変厳しい状況にある
が、国立大学法人等の
教育力・研究力を強化
し、かつ、質の高い医療
を提供するため、国立
大学法人等施設の重点
的な整備が必要不可欠
である。

国の財政状況は、依然
として厳しい状況にある
が、「新成長戦略（平成
22年6月18日閣議決
定）」に示されていると
おり、大学で行われて
いる研究は、日本の経
済成長のプラットホーム
である。また、大学は、
今後の日本を支える人
材育成を行う重要な基
盤であることは言うまで
もない。 
しかしながら、基礎的研
究を行う施設の整備充
実が遅れており、日本
の強みとしてきた基礎
的な科学技術の進展に
大きな影響が生じてい
るため。

・デバイスの低電圧化
は、消費電力がデバイ
スの工夫だけで下げら
れるので重要です。一
方で情報機器の中に
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7206
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27108

低炭素社会
を実現する
超低電力デ
バイスプロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

消費電力が1/10となる
0.4V以下を達成する技
術開発は重要と考えま
す。

は、各種のデバイスが
存在し、一部の低電圧
化にとどまると、その効
果は限定的となります。
したがって、国家プロジ
ェクトとして、あらゆる種
類のデバイスの低電圧
化に取組むことは意味
があると考えます。

7207

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

このまま
推進す
べき

ゲノムが明らかにされ、
日々研究成果が蓄積さ
れる現在、データベース
事業がこれまで以上ラ
イフサイエンス研究に
貢献すると思われる。

ライフサイエンスの研究
成果を広く研究者コミュ
ニティに共有かつ活用
することは研究者にとっ
て有用であるから。

7208
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ト（JGN-X）構
築事業

このまま
推進す
べき

現在のネットワークが抱
える課題を解決する次
世代のネットワークの実
現に向けて、要素技術
の検証、評価を行うテス
トベットネットワークを構
築すべき。テストベット
ネットワークは政府の支
援のもと構築し、産学官
が広く/なるべく自由に/
簡易な手続きで、利活
用できる体制、運用とす
べき。また、新たな技術
を随時テストベットネット
ワークに組み込み、更
なる開発と製品化の後
押しを図るべき。

米国や欧州では、次世
代のネットワークについ
て、2015年頃の技術の
確立に向けて、政府の
支援のもと、産学官が
連携して研究開発に取
り組んでいる。日本とし
ては、次世代のネットワ
ークの実現に向けて、
新たな技術の研究開発
に取り組むとともに、テ
ストベットネットワークを
構築し、それら技術の
検証、評価を行い、主
導権を確保していく必
要があるため。

7209

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24185
研究成果最
適展開支援
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

この施策は新産業創
出・地域活性化を図る
上で重要な支援事業と
いえる。単なる一事業
所における企業化支援
にとどまらせず、施策番
号24184や他省庁のグ
リーンイノベーション関
連課題との位置づけ、
関連性、地域活性化、
産業・経済発展への貢
献度などなどを検討・整
理の上、関連書類の作
成・事業展開の効率化
等を図りつつ産業・経済
発展、地域活性化推進
の核としての役割を期
待したい。

従来の多くの施策によ
り目覚しい産業・経済発
展が成し遂げられ、多く
の人々がその恩恵に浴
している。反面、執られ
てきた施策ではカバー
しきれなかった様々な
病的社会現象が生じて
いる。それらを改善し、
新たな社会基盤を構築
する上では、何を目的と
してどのような基盤をク
リエイトするかは重要な
要素である。各省庁の
利権獲得を思惑とした
事業展開では新しい基
盤は何時までたっても
構成されない。

大学・
公的
研究
機関 30～ 文部 アルマ計画 このまま

欧州・米国・日本が3本
柱として進めるべき計

こういう分野での活躍こ
そ日本の得意とするも
のであり、なおかつ先
進国としての日本の質
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7210

（独
法・公
設試
等）

39歳 科学
省

24137

の推進 推進す
べき

画である。 
もっと力をいれて存在
感を出すべきである。

をアピールできる最上
の機会であろう。 
またポスドク問題の解
決にもつながる。

7211

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24013
理数学生育
成プログラム

このまま
推進す
べき

資源のない日本が国際
競争力と国際協調力を
発揮するために，科学
技術人材育成計画の頂
点として，伸びる学生を
伸ばす施策は非常に大
切である．理数学生育
成プログラムは，研究
者育成に偏らず，イノベ
ーションを創出できる人
材の育成を目指すべき
である．

学士教育の実質化によ
り最低レベルの保証は
進んでいるが，大学教
育の現場では，学生の
競争意識の低下や，受
身の勉強態度が懸念さ
れる．伸びる学生をいっ
そう伸ばすためには，
早期研究室配属など，
学生の自主性を育てる
教育の「仕掛け」が必要
である．サイエンス・イン
ターンシップと理数学生
育成プログラムは，ゆと
り世代の短所を補い長
所を伸ばすために，非
常に有効な施策である
と考える． 

7212
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

施策に掲げられたいく
つかの研究施策の中で
も、省電力型ユーティれ
ティネットワークおよび
家庭用ワイヤレスウル
トラブロードバンド通 
信ネットワークに関する
研究は特に推進してい
ただきたい。

施策の中でも省電力型
ユーティリティネットワー
クは特に、我が国の掲
げるCO2削減目標達成
のために不可欠なエネ
ルギー消費のメトリクス
を提供する重要な基盤
技術である。また、
DLNA対応の高画質な
AV家電が急速に普及
する中、家庭内で1Gbps
～10Gbpsの無線リンク
を実現するモジュール
は家電産業で新興国が
台頭する中、我が国が
差別化を図る上で欠か
せない研究開発と思わ
れる。

7213

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24109

海洋研究開
発機構交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

長期的視野に立った研
究は、国や独立行政法
人が行うべきであると考
えます。

この研究を今回とりや
めてしまうと、地球環境
変動の研究について日
本がリーダシップを取る
ことは不可能になるでし
ょう。技術開発の土台と
なる科学的見識は、現
時点でも国民に還元さ
れていると思います。

任期の有無に関わら
ず，博士課程卒業後の
進路選択の不自由さ，
あるいは不安感から研
究職を諦めていく優秀
な人材は少なくない．重
要なのは，実際に優秀

中国やインド等，低コス
トで工業製品を生産す
る国が増えていく中で，
資源の少ない我が国
が，世界で一定のプレ
ゼンスを示していく上で
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7214

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

かどうかよりも，主に経
済的な不安感から研究
者への道を諦めてしま
う点にあり，そのような
事態は国の将来を考え
る上で明らかに負の影
響を与えるものである．
若手の人材が少しでも
将来に希望を持ち，な
おかつ将来の科学技術
立国を支えていく志を維
持していく為にも，若手
に対する多様なポスト
の整備は重要なことと
考える．特別奨励研究
員事業を推進していくこ
とは，そのような現状を
改善していく上で有効な
施策になると思われる．

自然科学の基礎研究
や，応用研究（産業利
用など）は今後さらに重
要になる．その為の基
盤こそが教育であり若
手の人材育成であると
考える．事実，自然科
学系のどの分野も若手
が足りないと嘆きなが
ら，一方で現状は，ポス
トの少なさ等に起因す
る将来へのリスクの高
さから，若手が希望を
持って研究職を目指す
ような環境にあるとは言
い難い．それをこの施
策で少しでも緩和出来
ると良いと考えた．

7215

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える極めて重
要な競争的資金であ
り、予算規模を拡充す
べきである。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援
は我が国を支える科学
発展のためにぜひ必要
である。

7216

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築に
向けた研 究
開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

省電力化が進むとは考
えにくい。

企画の趣旨に省電力化
を進めるとあるが、期待
しにくい。なぜ、省電力
化が進むのか、しっかり
した調査が必要。IT、情
報ネットワーク関連の研
究開発は必要だと思う
ので、推進すればいい
と考えるが、それを無理
やりエネルギー問題等
とこじつけるのはおかし
い。むしろ、こじつけなし
に理解され、推進される
べき。

7217

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

一時的な資金による科
学の促進は、途絶えた
ときに人材やテクニック
が消滅してしまうため、
恒久的な目線でのプロ
グラムを希望する。また
基礎科学の研究は時に
性急な発展も必要であ
るが、中には長い期間
を必要とするものもある
ので、補助のシステム
などは見直すべきであ
る。さらに一番の財産は
人材であるので、幅広
い人材育成の資金とも

今日の基礎科学の分野
を目指す博士課程の大
学院生は減少してい
る。この理由は将来、基
礎研究の職に就けない
といった現実を少なから
ず反映していると思わ
れる。このままでは将来
の研究が途絶えてしま
うことも考えられ、学生
の負担を軽減するシス
テムが必要不可欠であ
る。
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すべきと思われる。

7218

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

私は基礎物理の研究を
しています。SPring-8に
は唯一基礎物理のグル
ープがありますが、その
研究成果は世界に冠た
るものがあります。主に
応用研究が行われると
同時に、加速器の開発
から基礎研究までをカ
バーできる研究施設と
してSPring-8の維持は
必要です。科学技術に
基づいた日本の将来発
展のためにもさらなる発
展を期待します。

物質構造の解明、生命
科学でも研究と幅広い
研究を行う研究施設と
して、世界でも非常に重
要な地位を獲得してい
ると思います。また上述
のように基礎研究でも
重要な成果をあげてい
ます。光科学は今後ま
すます発展する分野で
もあります。海外から来
る研究者も非常に満足
してこの施設を訪れま
す。国際的な観点から
も、このような研究施設
を継続することは重要と
思います。

7219

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

植物科学の重要性は今
後ますます重要になる
ので、積極的に推進す
べき。

脱石油資源社会のため
には植物機能の理解と
利用が必須であること
は明白。長期的な視野
に立って支援すべき。

7220
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

新世代ネットワークの要
素技術を統合した新世
代通信網テストベッドを
構築し、日本がネットワ
ーク研究分野を主導す
べきだと考える。

インターネットは、品
質、セキュリティ、エネ
ルギー消費等社会基盤
として多くの課題があ
り、これを解決するに
は、現在のインターネッ
トの改良ではなく、全く
新しい新世代ネットワー
クを構築するアプローチ
も必要であると考える。

7221
民間
企業

30～
39歳

国土
交通
省

28001

高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

このまま
推進す
べき

衛星測位システム（マ
ルチGNSS）による高精
度測位技術の開発およ
び関連サービスの開発
提供は早急に実施すべ
きである。また、国民生
活を豊かにするための
十分な効果が得られる
までは、政策等による
国主導による推進が必
要と考える。

衛星測位システム（マ
ルチGNSS）による高精
度測位技術の開発は、
現在各国で技術確立ま
たは技術向上に向けて
取り組んでいる。これら
は、その技術が国民生
活を豊かにすることを見
込めるまたはある程度
の裏づけによるもので
ある。また、これら技術
確立の早期実現は、国
民の生活を豊かにする
だけでなく、技術輸出に
よる日本経済にも大きく
寄与するものと考える。

大学・
公的
研究 文部 ライフサイエ このまま ライフサイエンスで得ら

個々のデータの可用性
を向上させるだけにとど
まらず、データベース間
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7222

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

科学
省

24006

ンスデータベ
ース統合推
進事業

推進す
べき

れた膨大な個々知見を
有効活用するためには
不可欠である。

のデータ連携によりライ
フサイエンス分野にお
ける相乗的効果が期待
できる。

7223

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

わが国では，数学・数
理科学の意味するとこ
ろが非常に狭い．この
施策において，数学・数
理科学の意味は広い意
味であること（数理計画
法，アルゴリズム，統計
科学，最適化等を含む
こと）を明記する必要が
ある． 

文科省委託調査 「数
学・数理科学と他分野
の連携・協力の推進に
関する調査・検討」報告
の中に，数学・数理科
学への産業界からの期
待として：数理計画法，
アルゴリズム，統計学，
最適化等があがってお
り，その重要性に鑑み
るとき，この点を明記す
ることが重要と考えられ
る．

7224

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

世界でも同様の施設が
立ち上がりつつある中
で、他国をリードする総
合科学研究施設であ
り、十分な運転時間の
もとに設計値を一日も
早く達成することが望ま
れています。このような
大強度陽子加速器は、
加速効率を上げること
が強度増強の鍵になる
ため、ビーム運転の経
験に基づいて、絶え間
ない改善を行うことが必
須です。ニュートリノや、
ハドロンなどの基礎科
学分野の研究を進める
にも、本予算で要求さ
れている前段の加速器
の安定な稼働が必要で
す。

巨額の予算を投じて建
設した研究施設から社
会に還元出来るような
成果を十二分に上げて
いく為には、運転時間
の確保が必須です。十
分な運転時間が得られ
なければ、折角の投資
が生かされないという事
態を招くことになると考
えられます。世界をリー
ドし続ける次世代の技
術を創出していく研究
環境をつくるためにも、
またトップランナーで有
り続けることが出来るだ
けタフな研究精神をもっ
た人材の育成のために
も、しっかりした予算措
置をお願いします。

7225
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

地域イノベーションクラ
スタープログラムは、産
学官連携事業として、
雇用創出、人材育成、
企業立地など、地域経
済の起爆剤としてなくて
はならない事業です。
地域イノベーションクラ
スタープログラムのよう
な提案型公募事業は、
その意味おいても「選択
と集中」をしている事業
であり、着実で優先的
な予算配分をすべきで

山口県が事業推進して
いる「地域イノベーショ
ンクラスタープログラ
ム」は、地域の産業がも
っている技術と大学の
シーズをマッチングさせ
取り組んでいる。 
この研究開発は、ＬＥＤ
部材開発・廃シリコンの
減量・ナノ粒子添加によ
る液晶の省電力化など
国際的な成長分野であ
り、省資源・省エネルギ
ーグリーン部材の世界
最先端拠点形成を目指
している。 
地域企業との研究開発
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ある。 を着実に進めるために
も確固たる予算配分が
必要である。 

7226

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24179
X線自由電子
レーザー
（XFEL）施設

このまま
推進す
べき

次世代放射光施設とし
てXFELとERLを建設す
る動きが世界各国で高
まっている。これは世界
最高強度のX線レーザ
ーを実現するものであ
る。ナノレベルの研究分
野においてこれまで不
可能であった研究開発
を行うことができるよう
になるので、創薬研究
等で革新的な発展が期
待される。XFELやERL
が日本にあることで欧
米に遅れをとらず科学
研究や産業発展を進め
ることが可能となる。

XFELは世界各国で開
発されている次世代放
射光の一種であり、これ
が実現することで、これ
まで不可能であった基
礎ー応用研究が可能と
なり、様々な分野で革
新的な発展が見込まれ
る。欧米との競争にも打
ち勝つことができる。従
って、このまま推進すべ
きである。

7227

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラム継続対して指示を
します。 

世界の中での日本の大
学の評価レベルが相対
的に低いことを危惧して
おります。今後学術分
野を背負っていく大学
院生に対する援助を控
える事は、これまで以上
に貧富の差により見い
出されなくなってしまう
優秀な学生の存在にマ
イナスに働くのではない
でしょうか。

7228

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

このまま
推進す
べき

国際宇宙ステーション
は、日本が膨大な投資
をして実現した国家的
基盤的施設であり、そ
の利用に資する予算を
増額してその利用を強
力に推進するべきであ
る。その利用にあたって
は、JAXAと主要な研究
機関が協力できる体制
を充実し、国際的な科
学者と研究機関の協力
のネットワークを早急に
構築する必要がある。

・宇宙軌道からの膨大
な視野を利用した宇宙
の基本法則の限界に挑
戦する実験が提案され
ている。 
・膨大な投資をして実現
した基盤的施設を有効
利用する。 
・微小重力、高放射線
環境などの極限的環境
を利して、地上では実
現できないパラメータに
かんするユニークな生
物・物理実験が可能で
ある。 
・国際的な協力により、
各国がそれぞれの資源
を持ち寄ってほぼ対等
な立場で一つのプロジ
ェクトを推進するという、
新しい国際協力モデル
を実践する。 
・国際的な科学者の協
力によりアジアを中心と
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した諸外国を自然に参
加できる状況を醸成し、
もって外交に役立てる。

7229
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

挙げられている内容だ
けでなく、基幹ロケット
の課題をより広範に抽
出し、充分な予算を要
求して全ての課題に取
り組むべきである。具体
的には1段エンジン、
SRB、運用管制システ
ムなどの高度化を挙げ
る。

H-IIAロケットは開発か
ら10年が経過し、あらゆ
る構成要素について関
係者から改善構想が示
されている。国際競争
力を確保するために
は、全面的な検討と見
直しにより信頼性向上
とコストダウンを同時に
成立させる必要があ
る。

7230

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

さらに推進すべき。か
つ、本施策についての
広報にも力を入れるべ
き。（高校・大学におい
て、学生に本施策を周
知させるべき。）

理系分野においては、
実際に手を動かして研
究を支えているのは、
大学院生やポスドクで
ある。これに対して、現
状、経済面での処遇は
恵まれていない。このこ
とが、大学生や修士学
生が、博士課程に進学
する上での妨げになっ
ている。有能な人材が
科学分野への道を希望
を持って選ぶことができ
るように、本施策をさら
に推進すべきである。ま
た、本施策の学生への
周知も併せて重要であ
る。

7231

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。
成果が出だしてきてい
るので、中断すると開発
が遅滞する。

7232

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24107

（独）理化学
研究所運営
費交付金「環
境・エネルギ
ー科学研究
事業（内、バ
イオマスエン
ジニアリング
研究）

このまま
推進す
べき

異分野の融合から、当
研究の目的達成は期待
できるため。

環境エネルギーの利活
用は、資源のない日本
では国家的なプロジェク
トとして走らせないとい
けない。ただ激変する
世界の環境エネルギー
情勢をふまえ、随時研
究の方向性を調整すべ
きで、また国内で完結
する研究体制ではいけ
ない。

大学・
公的
研究 文部 このまま

現在、大学間格差が広
がり、科学研究費補助
金という制度がないと、
余裕のある大学の研究
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7233

機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

科学
省

24133
科学研究費
補助金

推進す
べき

科学研究費補助金事業
を進めてほしい。

者のみが研究を進めら
れるという事態になると
思われる。 
それでは研究も進ま
ず、若手研究者の育成
も進まないため。

7234

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24183
地震津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき

計画の進行を望む．

いずれ発生する事が確
実な南海トラフの大地
震発生に向けて，世界
に前例のない規模での
沖合海底下での観測が
実現する事は，沈み込
み帯における大地震発
生に至る過程を解明す
る上で，大きな手がかり
と考える．また，初めて
の経験になるから困難
も伴うであろうが，想定
される甚大な被害を軽
減する可能性が広がる
ことは間違いない．

7235

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

グローバルCOEプログ
ラムは発展的に改善
し、推進を進めるべきで
ある。昨年の行政刷新
会議の結果、グローバ
ルCOEプログラムは予
算削減を受け、各大学
の研究に影響が出てい
る。私が所属する大学
においても、博士課程
学生の研究活動に支障
が出ている。例えば、研
究成果を発表するため
の論文投稿料の支援に
制限や、国際会議の回
数制限がある。より社
会に研究成果を周知す
るために、発表に関す
る支援を重点的に行う
必要がある。

私の大学に限れば、行
政刷新会議の結果、グ
ローバルCOEの予算が
削減され、博士課程学
生の研究活動支援が手
薄になった。例えば、経
済的支援や論文発表や
国際会議発表である。
研究成果を発表する機
会に制約が設けられて
いるため、より社会に成
果を還元するために発
表手段の機会を確保す
べきである。また、博士
課程学生への経済的支
援も好評で、研究に集
中できる環境を提供し
ていたいだている。プロ
グラムはより推進すべ
きである。

7236

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大学の運営交付金が削
減され続けている昨
今、研究者にとって科
研費は研究を続けるた
めに最も重要な制度で
す。ぜひ継続をお願い
します。

研究者の海外流出を阻
むためにも継続をお願
いします。

7237

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

大学院博士課程修了後
に研究者を目指す者に
とって、キャリアパスの
一つであり、同制度の
充実は必要である。 

将来、我が国を支える
研究者集団を継続的に
養成するために必要な
施策である。
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等）

7238

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業 グローバ
ルCOEプログ
ラム

このまま
推進す
べき

グローバルＣＯＥプログ
ラムは、天然資源のな
い我が国にとって唯一
の資源である「人材」
を、さらに「我が国の国
際競争力を維持・発展
できる資質を有する人
材」へと育成するための
プログラムであると認識
している。また、自然科
学ならびに工学分野で
の日本の国際評価につ
いて、特に材料科学分
野での日本の大学は国
際ランキングにおいて
高く評価されている。さ
らに日本対米国及び日
本対欧州を比較した際
の各科学分野の競争力
調査においても日本の
材料科学分野の米国お
よび欧州に対する競争
力は非常に高く評価さ
れている。この国際競
争力を今後も維持・発
展させるためには、研
究活動の主力を担う若
手研究者ならびに博士
課程学生への支援体制
の構築は、彼らが落ち
着いた環境の下で研究
活動に打ち込めるため
の最低限の条件であ
る。

すでに私どものG-COE
「構造・機能先進材料デ
ザイン教育研究拠点」
は過去９年間の地道な
活動のもと、国際舞台
で活躍する人材の輩出
活動が定着しつつあり、
これまでの国家支援の
もと形成した拠点にお
いて教育事業を展開す
るのはいよいよこれか
らが本番である。また、
これまでの成果を目の
当たりにした博士課程
学生ならびにそれを目
指す博士前期課程学生
の目標としても定着しつ
つある。その若者たち
の我が国の科学技術に
対する貢献姿勢を打ち
砕くことのないように、
恒常的な教育プログラ
ムの継続的な国家支援
を強く希望している。そ
もそも教育活動はその
成果が対費用効果とし
て即座に現れるもので
はなく、継続的に安定し
た援助のもとに行われ
る地道な活動の結果と
して、将来、他に変える
ことのできない「人材」と
いう価値の創造につな
がるものである。

7239
公益
法人

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進

このまま
推進す
べき

推進に賛成する。

宇宙の多方面に関する
謎を解き明かす鍵とな
る重要なプロジェクトで
ある。また天文学分野
での大規模な国際関係
が絡んでいるので、今
後の各国との研究協力
体制にも影響をする。

7240 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

昨今、iPS細胞が世界
中で注目を集める中、
発生・再生現象の基礎
的研究やその成果の医
学的応用は極めて重要
であり、その重要性はこ
れまで以上に高まって
きている。その一方で、
発生・再生研究領域は
国際的にも極めて競争
の激しい領域のひとつ
であることから、発生・
再生分野の多くの逸材

これまで、理研CDBは
国内の発生・再生分野
の中心的な役割を果た
してきており、実際に国
内のみならず国際的に
も評価される大変優れ
た成果を数多く報告して
きている。今後も、引き
続き、各プロジェクトチ
ームの独創的な成果お
よびそれらの統合的成
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等） を集結していわば国を
挙げて取り組まれてい
るプロジェクトである本
事業をこのまま推進し
て、世界をリードできる
ようにさらなる強化が必
要であると考える。

果は、発生生物学の展
開・再生医療の実現に
大きく貢献できるものと
して、さらなる飛躍的展
開が期待される。

7241

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

 国立大学法人等の施
設は、世界一流の優れ
た人材の養成、独創
的・先端的な学術研
究、高度先進医療の推
進のための拠点であ
り、我が国の経済成長
の鍵を握る人材力を強
化し、技術力を発揮して
いくためのイノベーショ
ンの基盤となるものであ
る。 
 このため、運営費交付
金や補助金の削減など
大変厳しい状況にある
が、国立大学法人等の
教育力・研究力を強化
し、かつ、質の高い医療
を提供するため、国立
大学法人等施設の重点
的な整備が必要不可欠
である。 

 各国立大学は、設置
後60年を迎えた大学の
割合が多くなっている。
現在の耐震化を進める
だけでは老朽施設の改
善は進まないため、数
十年後には、集中的に
2500万平方メートルあ
る施設の大半を整備し
なければ建物として利
用することが出来なくな
る。 そのため計画的に
建物を整備するなど平
準化することも必要で
はないか。 

7242

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

シーケンス拠点，データ
解析拠点，タンパク質
解析技術開発拠点の整
備は我が国のライフサ
イエンス全体に資する
基盤を構築する上で必
要である。本研究プロ
グラムはこのまま推進
すべきである。

例えば、わずか数年前
には非常に困難とされ
ていたタンパク質の立
体構造解析も、解析拠
点の整備により現在で
は誰もが行なえるライフ
サイエンスの重要なツ
ールとなっている。その
ような解析技術の発達
により医薬の開発や食
料、環境問題の解決に
つながるような基礎的
な知見が得られつつあ
る。従って本プログラム
は積極的に推進すべき
である。

7243

大学・
公的
研究
機関
（独

50～
59歳

文部
科学

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新

このまま
推進す

物質の最少の構成要素
である素粒子の相互作
用の研究では、ビーム
のエネルギーを上げて
世界最高エネルギーを
目指すエネルギーフロ
ンティア加速器とビーム
の衝突頻度を上げ極め
て稀な現象を多数再現
するルミノシティフロン
ティア加速器があり、ど

加速器は素粒子研究に
止まらず物性研究、生
物やタンパク質の研究
にも使用されている。ま
た半導体加工や医学利
用などに多数の小型加
速器が実戦配備されて
いる。Bファクトリー加速
器のような最先端の加

12



法・公
設試
等）

省 しい物理法
則の探求

べき ちらも素粒子研究の重
要な手段である。後者
に属するBファクトリー
加速器は最先端の素粒
子研究の一翼を担って
いる数少ない施設であ
り、これを推進していく
ことは最重要の課題で
あると考えられる。

速器の研究は、加速器
に関する知見を蓄積し、
素粒子研究のみならず
他分野でも使用される
高性能かつコンパクトな
加速器の開発にとって
も非常に有益である。

7244
民間
企業

60歳
～

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

免疫の研究をより進め
るべきだと思います。

花粉症や免疫疾患は増
える一方です。免疫系
の研究を進めて治療で
きるようにして、医療費
を削減するべきです。

7245
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24125

花粉症を予
防出来るワク
チン等の治
療法の開発
を強力に推
進してほし
い。

このまま
推進す
べき

花粉症を予防出来るワ
クチン等の治療法の開
発を強力に推進してほ
しい。

私たち家族は、例年花
粉アレルギーで苦しん
でいます。 
新聞報道で、理化学研
究所の免疫センターが
花粉に対するワクチン
の開発を行いつつある
事を知りました。 
是非、早急にワクチン
開発が出来るように推
進して頂きたいです。

7246

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

○「若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である。 

新しい研究の芽を育て
るためには、採択率を
上げて、多くの研究者を
支援する必要がある。 

7247
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大学で事務をしている
主婦です。 
すぐにお金にならない
研究だと、企業がお金
を出すのでしょう。しか
し、今後の日本のため
に必要な研究は山ほど
あるのです。もちろん、
よく吟味の上ですが、支
援をしてあげて下さい。

未来の地球のために必
要な研究への支援は大
事です。

7248

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

新しい物理法則の発
見、解明は、高エネル
ギー物理の最重要事項
であり、またこの10年ぐ
らいで発見されるので
はないかと予想されて
います。今動かないと、
先を越される可能性が
高いと思います。

Bファクトリー実験は、日
本の加速器技術の飛躍
的な進歩で、日本のお
家芸になりつつありま
す。高度化によって、世
界の最先端に居続け、
新しい物理法則の発見
に関して重要な役割を
果たす可能性は事情に
高いと思います。

 工学部等の理系の卒
 工学部を卒業後、35
年間にわたり運輸省、
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7249
公益
法人

60歳
～

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

このまま
推進す
べき

業生、大学院修了生に
法律・行政・経済の文系
的な素養を、また逆に、
文系の卒業生・修了生
に理系の感覚を身に付
けさせて公務員のみな
らず民間の職域に送り
出すことが、現在最も必
要とされる人材養成の
あり方と判断される。そ
の教育には、大学研究
者のみならず、一定数
の実務経験者が居り、
大学と実務の架橋をで
きる教育が行われるこ
とが望ましい。実際、修
士課程で文理融合の教
育を受けた者が、国・自
治体・民間でのびのび
と活躍し、各職域で歓
迎されている。 
 社会が益々複雑化
し、総合化している今
日、我が国の人材養成
の最も重要な方向とし
て、文理融合型の大学
院を推進することが望
まれる。

経企庁、国土庁に於い
て勤務したが、理系卒
業生にとって文系の素
養が不可欠であり、ま
た文系卒業生にとって
も理系の感覚を持つこ
とが望ましいと痛感して
いた。幸い、平成17年
度から文理融合を目標
とした公共政策大学院
で教員として教える機
会があり、それぞれの
専門課程を終えた後の
文理混合状態でのブラ
ッシュアップが、どの分
野に進もうとも極めて有
効であると確信するよう
になった。このことは、
終了後公務員となった
者の柔軟な仕事振りか
らも確認できる。 
 最近土木学会の会長
を務める機会があった
が、そこでも技術者の
総合性が常に議論とな
っており、公務員、民間
双方の職域で文理融合
の大学院教育の重要性
が広く指摘されていた。

7250
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

大容量通信、オール光
通信技術は、国内のIT
インフラの革新を支える
技術であり、種々のサ
ービスを支える低消費
電力かつ高効率なイン
ターネット通信インフラ
を実現するために、そ
の研究開発と技術革新
をこれまで以上にフォト
ニックネットワーク技術
開発を加速すべきであ
る。

ネットワークで提供され
るサービスの多様化・
高度化を支え、豊かな
国民生活や社会を築く
ために、ネットワークの
大容量化と消費電力の
削減を実現するフォトニ
ックネットワークの研究
開発の推進が必須であ
る。近年、通信機器産
業も、海外メーカの価格
構成の元、世界最高の
技術開発の維持し、低
消費電力ネットワークイ
ンフラを実現するため
の技術の研究開発を推
進し続けるためには、
国家による推進が必須
なためである。

7251 大学・
公的
研究
機関
（独

40～
49歳

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ

このまま
推進す
べき

産学官携自立化促進プ
ログラムは、産学官連
携戦略展開事業(戦略
展開プログラム）の後継
プログラムである。当初
5年のプログラムで開始
され、3年目の本年、産
学、学学の連携による

本学では知財活動、企
業との共同研究活動が
活発に行われており、
側面支援を行うコーディ
ネータの役割は欠かせ
ないものとなってきてい
る。事業を廃止した場
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法・公
設試
等）

グラム イノベーション創出が、
成果として現れつつあ
る。大学の知財を社会
貢献につなげるために
も本事業はこのまま推
進すべきである。 

合、折角定着してきた
産学連携活動が停滞す
ることとなり、わが国の
イノベーションに与える
影響は大きい。

7252
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

環境を考え低炭素社会
を目指す一方で、エネ
ルギーの安定供給は社
会生活に不可欠であ
り、新エネルギーだけで
なく、石油等の既存のエ
ネルギーとのバランス
が重要と考える。それら
を両立するために石油
資源を効率的に精製す
る技術の強化は重要と
感じる。

CO2削減とエネルギー
の安定供給の両立に
は、精製技術の効率化
は重要と考える。

7253

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

次世代スパコンが完成
に近づき、次世代が現
世代に変わることを実
感している。大学資産
や地球シミュレーターな
どとは違った、だれでも
公平に使えるスパコン
ができることは、日本が
持つ機械・電気・電子系
の優位性を高めると思
うのでこのまま推進す
べきだと思う。医療の分
野への応用もさらに進
めてほしい。

個々のシミュレーション
の重要性は理解してい
るが、速いスパコンがで
きたとしても誰もが使用
できないと意味が無い
と思う。

7254

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の研究者の研究
活動を支える重要な競
争的資金であり、予算
規模を拡充すべきであ
る。このままでは、アメリ
カに追いつくどころでは
なく、中国やシンガポー
ルなどのアジア諸国の
中でも研究費が少なく、
十分に研究できる体制
がない国となり、優秀な
研究者が日本を離れる
ことになるのではないか
と危惧しています。

大学等の研究費が減少
するなかで、公的な研
究資金による研究支援 
は必要であり、わが国
の今後の科学技術の発
展に欠かせないため。 

7255

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

データベース編集に博
士人材を積極登用すべ
き。

本事業には蛋白質立体
構造データベース 
(PDBj) の事業が含まれ
ると思われるが、編集
業務には構造生物学に
関する知識を有した博
士人材または、知識の
習得に意欲的に取り込
む人材を登用すること
を求める。
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7256

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

バイオリソース事業のこ
れまでの貢献は計り知
れず、これからもその重
要性は増していくであろ
う。積極的に推進する
べきである。

これから遺伝資源、生
物資源の囲い込みなど
が起こる可能性も否定
できず、国としてそれら
の整備と確保をすること
は極めて重要である。

7257
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として最も
重要な産業であり、また
光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
あると考えます。 
 よって、光通信産業の
研究開発を強力に推進
すべきであり、益々国と
して力を入れるべき分
野であると考えます。 

 光通信産業は、全て
の産業の基盤になるも
のであり、これからの２
１世紀の日本で最も成
長が見込める最も重要
なグリーンＩＴ産業である
からです。

7258
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24191

第26号科学
衛星
（ASTRO-H）
について

このまま
推進す
べき

日本のお家芸ともいう
べき科学衛星の開発を
進めるべきだと思いま
す。「星から銀河団、大
規模構造へとつながる
宇宙の構造形成とその
進化を探る」というねら
いは、一国民として非常
にワクワクさせられま
す。

Ｘ線系の科学観測衛星
は、これまでのいくつも
の衛星を打ち上げ、観
測の成果も大きなもの
があり、日本が世界で
もトップクラスの地位を
占めている分野である
と思います。ここまで積
み重ねてきたものをム
ダにしないためにも、更
なる蓄積をめざすため
にも開発を進めてほし
いと思います。

7259

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

滞りなくこれらの研究が
推進されることを望みま
す。

このプロジェクトによる
研究・技術開発により、
タンパク質研究におい
てボトルネックとなって
いた解析能力が飛躍的
に向上してきている。ま
た、これらの技術を多く
の研究者が利用できる
よう整備を行っているこ
とから、今後、医療など
様々な分野を通して社
会還元できることが大
いに期待される。

7260
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

新しい技術が海外に取
って代わられつつある
今日の日本にとって、こ
の分野の基礎研究を推
進にすることは、極めて
に重要である。金額を
増額してでまで是非推
進すべきと考える。

ＣＯ２削減は、我が国の
みならず、世界的規模
の重要かつ緊急性の高
い課題であり、我が国
が先人を切って技術を
開拓し、世界をリードし
ていくことが必須と考え
る。 

科学研究費補助金は日
本におけるあらゆる研 経済大国として立場を
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7261

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

究の最低ライフラインの
基盤研究費であり、研
究の原則とも言える
個々の研究者のオリジ
ナリティーを発揮し発展
させ、イノベーションの
基盤を作る研究費であ
り、さらにいっそうの研
究費の増大と強化を必
要とする。 

失ったこの日本が、科
学技術立国として国威
を保ち続けるためには、
個々の研究者が自らの
オリジナリティーで研究
を推進する根底的な研
究費である科学研究費
補助金は必須なもので
あるため。 

7262

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

厚生
労働
省

25001

生活習慣病・
難治性疾患
克服総合研
究 （５）慢性
の痛み対策
研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ぜひ推進していただき
たいのですが、その際
に精神心理的な面を臆
せず特に強調してほし
いと思います。 
特に、他の施策で重点
が置かれている高齢者
ではなく、３０代から５０
代の 
働く世代に対して、 
研究を継続的に実施す
るための基盤を形成す
ること、効率的かつ効果
的な行政施策を実施す
るために必要な情報を
収集することを望みま
す。

施策資料で触れられて
いる平成１９年度国民
生活基礎調査のなか
で、「悩みやストレス」
「こころの状態」の状況
に関し、負担を感じてい
るのは特に３０から５０
代の人たちです。  
私は、この世代に対す
る施策が、社会的損失
を軽減するために必要
だと考えます。 
この点に関して、まず、
効率的かつ効果的な行
政施策を実施するため
に必要な情報を収集す
ることは、社会的損失
の評価を確定し、今後
の施策に対する社会的
同意を得ることに資する
と考えます。

7263

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者がその能力
を最大限発揮できるよう
にするため、大学や公
的研究機関を対象に女
性研究者支援室の設置
やコーディネーターの配
置、出産・子育て期間
中の研究活動を支える
研究・実験補助者等の
雇用経費の支援等、女
性研究者が出産・子育
て等と研究を両立する
ための環境整備を行う
取組は非常に重要であ
る。

男女共同参画社会を実
現するためには、このよ
うな事業を積極的に推
進することが非常に重
要である。

7264 大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

20～
29歳

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス

このまま
推進す
べき

積極的に育成し、研究
者を研究に専念できる
環境を構築して、国際
競争力のある研究環境
を生み出すべきである。
理科系の研究分野のの
みならず、文化系の研

研究者が研究以外の業
務に時間を取られてお
り、十分な研究が行え
る環境にないことが多
い。そのため、研究者
のポテンシャルが十分
に活かされていないた
め、無駄が生じている。
研究者のポテンシャル
が十分に活かされるよ
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設試
等）

テムの整備 究分野においてもこの
ような人材が必要であ
り、積極的な育成が図
られるべきである。

う、そのサポート体制を
充実させる必要があり、
その市瀬作として、リサ
ーチ・アドミニストレータ
ーの育成は重要であ
る。

7265
その
他

40～
49歳

厚生
労働
省

25101

先端的基盤
開発研究（創
薬基盤推進
研究）

このまま
推進す
べき

国民の健康を守るため
の創薬研究を国を挙げ
て優先的に実施すべき
である。とくに創薬に
は、多くの基盤技術の
開発やそれを支えるモ
デル動物などの開発が
重要であり、そのため
の本施策は重点的に最
優先で行うべきである。 

創薬研究は、健康大国
日本の柱の研究であ
り、その基盤研究を国
が率先して行うべきで
あるので。また、科学技
術立国の柱でもあるの
で。

7266

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本研究プログラムのみ
ならず、ライフサイエン
ス分野全体への利用に
供するインフラの整備
は必要であり、このよう
な施策を積極的に推進
すべきである。 

 構造解析と機能解析
の密接な連携により、
医薬の開発や食糧・環
境問題の解決につなが
る基礎的な成果が生ま
れつつあること。 
このような研究プログラ
ムを通じて、若手の人
材が育ってきた。 
今後もこれら若手研究
者が自立できるような
支援が必要であること。
さらに強力に推進すべ
し。 
世界的にはこの分野で
ノーベル賞が何度も出
ているが、日本はあと
一歩の位置におり、継
続的な支援が必須であ
る。 

7267

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

我が国創薬産業の競争
力確保の観点から喫緊
の課題となっているゲノ
ム創薬加速化支援バイ
オ基盤技術開発の重要
性を再認識していただ
き、研究者のこれまで
の努力と成果を無にす
るようなことは決してな
いよう強く希望いたしま
す。

国土も小さく資源も乏し
い日本において、科学
技術こそが我が国の発
展のために残された道
ではないかと考えます。
本事業で開発している
技術の推進は我が国創
薬産業の競争力確保の
ために必須であること
からも、推進を止めるこ
とによる、将来への影
響は計り知れません。

7268

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCで展開される
物理には、今や世界中
の研究者が注目してい
る。そこで得られた研究
成果は、新たな扉を開
き、今後の学術研究の
大いなる発展をもたら
すと期待される。日本が

J-PARC計画は、これま
でに存在する施設では
どうしても研究を遂行で
きない、しかしその研究
は非常に意義のあるも
のである、という研究を
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設試
等）

研究活動分野において
世界に先駆けるために
はぜひとも必要な施設
である。

遂行するためには是が
非でも必要な施設であ
る。

7269

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

特別研究員事業は若干
規模を減らし、支給対
象を精査するべき。

海外では博士課程には
給与が出るところが多
く、日本はその点遅れを
とっている。しかしその
原因は博士課程の人数
の多さによるところも多
いため、まずは博士課
程の人数を絞ることが
重要になる。そのため
DCの規模を削減し、そ
の狭き門をくぐり抜けた
PDの規模を増やすの
がよいと思う。

7270

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

現在、世界最高水準の
強度の陽子加速器の整
備を拡充させることは 
国際的な競争力を高
め、国内での研究活動
を活発にする上で、 
非常に重要だと考えま
す。 
したがって、このまま推
進すべきと考えます。

J-PARCは世界最高強
度の陽子源を目指して
整備が進められていま
すが、 
まだ設計強度には到達
しておらず、また、未整
備の施設も多数存在し
ます。 
特にJPARCにおける素
粒子実験においては、
設計強度を一日も早く
達成することが 
国際競争で優位に立つ
上でも極めて重要で
す。 
また、これにより国内外
の研究者をより、J-
PARCでの研究に惹き
つけること結果になると
考えます。

7271

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

科学技術立国の根幹を
担う高等教育機関の施
設の充実は必要不可
欠。充実した研究環境
があれば，世界中から
優秀な学生を呼び込む
ことにも繋がり，それと
相俟って日本人学生の
育成にも繋がる。そうし
た研究環境整備の基本
である本施策はこのま
ま推進すべき。

既存の建物の老朽化，
狭小化など，高度化す
る教育研究活動に不可
欠なスペースの確保が
必要

7272
小・
中・高
校

40～
49歳

文部
科学
省

24170

Bepi 
Colombo(水
星探査プロジ
ェクト）

このまま
推進す
べき

謎の多い水星を探査す
るのは人類共通の知見
に貢献する。ぜひ推進
してもらいたい。

水星探査は1970年代に
行われた後、アメリカの
メッセンジャー探査機が
探査したのみで未知領
域が多い。ESAとの協
調は宇宙開発のチャネ
ルを広げることにもな
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り、ぜひ推進すべきであ
る。

7273

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは、SPring-8、
RIBFやKEKBなどととも
に我が国が世界に誇る
先端加速器施設であ
る。科学技術立国を標
榜する我が国の立場か
らはもとより、文化とし
ての学問を世界に発信
する国としても世界の
尊敬を集める観点か
ら、先端加速器を用い
た基礎科学研究への支
援について今後とも重
点的に推進してもらい
たい。 

世界に2つとない最先端
大型加速器でしかでき
ない先端基礎研究を推
進できる場を世界に提
供する。先端加速器施
設の研究を支援するこ
とで、当該分野の研究
において我が国が世界
をリードできる。こうした
先端加速器施設を持て
る国は限られている。こ
のことは、我が国の科
学技術文化立国として
の立場をより効果的に
世界にアピールできる。
また、次代を担う研究者
の育成効果について、
世界最先端の研究施設
で研究をすることの効
果は議論をまたない。

7274
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24150
理科支援員
配置事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

業務仕分けで一旦否定
はされているが、当面
継続すべきと考えます。

代替の理科授業支援策
が明確に準備されてい
ないため。

7275
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24131
ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業

このまま
推進す
べき

解読したゲノム情報を
基に細胞・生命プログラ
ムを解明することは極
めて重要なので、積極
的に支援して行くべきと
思います。ゲノム情報だ
けでは、何の役にも立
ちません。

タンパク質は色々な可
能性を秘めています。 
タンパク質の解析は、
新規創薬開発、テーラ
ーメイド、再生医療、機
能性食品、環境浄化、
エコマテリアル等、持続
的な社会を構築して行く
上で極めて重要です。

7276
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

インターネットは、そのト
ラヒックが年率40%で増
大し続けているようにも
はや経済社会基盤とし
て不可欠なものとなって
いる。そのトラヒックを効
率よく基幹ネットワーク
に収容するための装置
である高速・低消費電
力なエッジノードと、デ
ジタルコヒーレント光送
受信機の開発は重要な
課題である。特にデジタ
ルコヒーレント方式はこ
れまでの光通信方式か
らのパラダイムシフトで
あり、世界市場を獲得
するだけでなく、中国ベ
ンダによって日本市場
を奪われないためにも
日本が世界に先駆けて

超高速光エッジノード技
術の研究開発におい
て、エッジノードの高速
化かつ消費電力を大幅
削減するための技術開
発を推進することによっ
て、快適なブロードバン
ドサービスの提供とユ
ーザはその恩恵を受け
ることが可能となる。 
さらに、デジタルコヒー
レント光送受信機能実
装技術の推進によっ
て、産官学のコアコンピ
タンスを結集してコア技
術となるアルゴリズムの
確立・検証およびLSIチ
ップ設計法の確立が短
期間のうちに図れ、日
本の海外に対するアド
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実装技術を確立すべき
ものである。 

バンテージを築くことが
できる。 

7277

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

細胞、組織、全身レベ
ルの生命現象を統合的
理解を目指す本施策
は、これからの生命科
学の研究の中心であり
推進すべきである。

細胞を軸に組織、全身
にいたる生命現象の統
合的理解は再生医学を
含めたこれからの先進
医療に大きく貢献すると
思われるから。

7278

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策に記述の通り、
知の創出と蓄積の為に
は研究の質のみになら
ず、人文・社会科学から
自然科学にわたり、そ
の多様性を確保、拡充
する必要がある。この
点において、本施策の
内容の多くに賛同する。
しかしながら、自然科学
系、それもライフ・イノベ
ーションを支えるライフ
サイエンス分野におい
て世界にインパクトを与
える研究の実施に必要
な資金は現在の基盤C
では十分ではなく、基盤
Bの採択率の向上と
個々の研究補助におけ
る増額が必要と考え
る。また、同時に、新学
術領域の採択率の著し
い低さを改善する必要
を強く感ずる。

上述の通り、本施策の
多くの点に賛同するも
のの、自然科学系の研
究において世界にイン
パクトを与える形で研究
を実施するためには、
基盤Cでは十分とは言
えない。それ故に、実験
計画の切り売り（研究資
金にあわせた小規模
化）による研究成果の
矮小化を避ける為に
も、基盤Bの採択率の
向上と個々の補助金額
の増額を希望する。ま
た、個人研究では立ち
行かない、新たな学問
領域の創出を目指す新
学術領域については、
現在の採択率が極めて
低い事を憂慮する。そ
れ故、当該研究費の増
額を希望する。

7279

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

航空機が発達し、海外
旅行が安価で簡便化し
たことなどにより、海外
で発生した感染症を水
際で阻止することが極
めて難しくなった。感染
症を、地域的およびグ
ローバルな視点で捉え
る必要がある。国際連
携で感染症に対処する
ためには、日本人が海
外に常駐してお互いの
気心を知りつつ、現地
の人々とともに研究す
ることが極めて重要で
ある。2005年度に開始
された本プログラムは、
順調に2期目へと移行し
ている。科学技術外交、
わが国の安心安全、国

予想も付かない大規模
な感染症が、近年次々
と発生していることは周
知の通りである。感染
症は、単に健康上だけ
の問題ではなく、国の
安全、外交、科学技術
の推進、人材育成等
様々な観点から捉える
必要がある。国民の健
康を所管する厚生労働
省や、その管轄下の国
立感染症研究所だけで
対処できる問題ではな
い。また、国家公務員
が国際的に感染症を扱
う場合、国の代表として
正面切って相手国と向
き合うことになる。大学
人の方がはるかに行動
しやすく、柔軟な人的ネ
ットワークを形成するこ
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際感覚に富んだ次世代
感染症研究者育成等の
ためにも、極めて重要
なプログラムである。

とが可能な場合が多
い。人材育成面を含
め、大学の持つソフトパ
ワーをフル活用すべき
である。

7280

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

○我が国の研究者の研
究活動を支える重要な
競争的資金であり、予
算規模を拡充すべきで
ある。 
○研究者の研究活動を
支援する重要な制度で
あり、着実な予算確保
が必要 
○基礎研究を行う大
学、独立行政法人、民
間企業の研究所等に在
籍する研究者が応募で
きるもので、研究者が
応募しやすい研究資金
である。 
○若手研究（A）・（B）」
は、若い研究者にとって
研究費獲得の登龍門と
なっており、大幅な拡充
は必要である 

○ 新しい研究テーマに
チャレンジするため、応
募しやすい研究資金制
度である。 
○ 新しい研究の芽を育
てるためには、採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 
○ 大学等の研究費が
減少するなかで、公的
な研究資金による研究
支援は必要である。 

7281

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本国の各省庁が公募
する研究支援事業の中
で、学者が最も自由な
発想の下に提案できる
「科学研究費補助金」制
度は、停滞する日本の
科学技術力の底上げに
最も重要な事業であ
る。他の事業の予算を
割いてでも「科学研究
費補助金」を２倍程度ま
で増額すべきである。
幅広く、若い研究者に
行き渡るよう、中でも基
盤研究（C）はさらなる増
額を望む。

各省庁が公募する研究
支援事業は多岐にわた
り、それぞれ、国（各省
庁）が設定する戦略目
標の下で研究課題の公
募が行われている。こ
れらは具体的な出口
（成果）までを明確にす
ることが要求されるもの
が多い。このような目先
の成果に捉われた研究
は、真の科学技術の発
展に繋がるものとしては
期待できない。自由な
発想で研究が遂行でき
る「科学研究費補助金」
制度の充実が欠かせな
い。

7282

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

推進す
べきでは
ない

既に、総合的な研究開
発については、文部科
学省（理化学研究所脳
科学研究センター）、経
済産業省等により実施
されており、個別のテー
マについても大学など
で実施されているとこ
ろ。NICTにあえて行わ
せる必要性も少なく、研
究開発の集中投資とい
う点から見てもマイナ

上記同
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7283

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27022

重質油高度
対応処理技
術開発委託
費

このまま
推進す
べき

石油は長期的にも我が
国にとって最も重要な
一次エネルギーで、グリ
ーンイノベーションと高
度利用の双方の観点か
ら技術開発を進めなけ
ればならない。特に本
施策のような基盤技術
開発を国の事業として
推進する意義は大きく、
石油業界全体に対して
応用レベルでの技術開
発を誘導する優れた施
策である。

原油から蒸留分離され
た重質油は複雑な構造
の炭化水素を大量に含
む混合物であるため、
構成分子の詳細な構造
解析は、これまでも挑
戦されたが、その困難さ
のため未だ大きな進展
は見ていない。しかし、
近年のコンピューター技
術の驚異的な進歩によ
り、膨大な量のデータの
高速処理が可能とな
り、石油という極めて複
雑な混合物を分子レベ
ルで解明することが目
の前に来ている。これら
を基に既存の石油精製
プロセスを世界最先端
の性能のものに改造す
ることも可能となり、国
の施策として早急に採
択されることが強く期待
される。

7284

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

このような基礎科学は
利益に直接つながらな
いからといって発展を止
めてはならない。基礎
科学を追求することは
人類後世に引き継ぐべ
きものであり、人類の共
有財産である。基礎科
学は子供達が科学に興
味を持つことにも大きく
貢献する。

RIビームファクトリーは
基礎科学技術の発展に
は必要不可欠なもので
あり、人類の共有財産
である基礎科学を今後
も後世に伝えていくため
に重要である。このよう
な施設は世界の研究者
が注目し、利用を行って
いるものである。従って
このまま推進すべきで
ある。

7285
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

材料、プロセス、アプリ
ケーションが一体となっ
たAll Japanの体制での
技術開発が必要である
領域であるため

ヨーロッパあるいは韓国
でプリンテッドエレクトロ
ニクスの開発が産官学
の協調で進められてお
り、それに対抗するため
の施策である。 日本が
比較的優位にある印刷
技術を産業上のメリット
につなげるだけではな
く、省エネ、省資源の観
点から人類に貢献する
ことが出来る。

 今後の社会経済情勢
の変化に対応し、地域
産業の活性化・持続的
な成長を図るために
は、地域においてもそ
の特性を活かした科学
技術を創造し、事業化
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7286
公益
法人

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム

このまま
推進す
べき

地域産業を付加価値が
高く競争力のあるもの
にしていくためには、地
域の大学等が創造した
技術を地域企業に移転
していくなどの産学連携
による研究開発型の地
域産業育成策が大変重
要となっている。文部科
学省の「イノベーション
システム整備事業」は、
都道府県などの都市エ
リアにおける知の創造
の場である大学と、事
業化を担う産業界の有
機的連携を促進し、研
究成果の育成、新規事
業の創出を目的とした
もので、地域特性を活
かした地域経済活性化
や地域振興に大いに貢
献している施策と考えて
いる。

を通じて新しい産業を
創造していくという視
点、施策が重要となって
きている。特に、技術革
新の加速、複雑化、高
コスト化が進む中、地域
企業が自前でそれをカ
バーすることは不可能
であり、大学等の研究
開発への期待は大き
い。また、地域の大学
等が優れた研究開発ポ
テンシャルを有する場
合は、その研究シーズ
は事業化への大きなア
ドバンテージとなるもの
である。「イノベーション
システム整備事業」は、
大学と企業が、組織とし
て機動的な連携を図っ
ていくための人材の活
発な交流や互いの情報
発信の充実、そして、新
規事業創出のための産
学連携の基盤構築を目
的としたもので、この事
業の実施を通して形成
される有機的な産学官
の繋がりは、将来の地
域産業活性化・地域振
興にはかり知れない効
果をもたらすものと思わ
れる。 
 また、大学や地方自
治体における科学技術
関係予算や公設試験研
究機関における研究者
は減少傾向にあり、地
域の持続的なイノベー
ションを創出する体制づ
くりにも本事業は大きく
貢献していると思われ
る。 

7287
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20118

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に

このまま
推進す

各種無線通信・伝送の
デジタル高速化（広帯
域化）利用が急速に進
み、現状技術で利用可
能な周波数帯域が逼迫
している中、未使用周
波数帯域の開拓や周波
数有効利用技術の更な
る開発は必須であり、
研究開発を推進するこ

携帯電話やブロードバ
ンド無線等の普及・高
速化が急速に進む中、
現状の周波数有効利用
技術等を駆使しても、実
用可能な周波数帯域の
逼迫は明白である。従
来の公共無線ネットワ
ークのみではなく、携帯
電話や無線ＬＡＮ等は
一般国民が広く利用・
享受しているものであ
り、今後更に増加が予
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向けた基盤
技術の研究
開発

べき とが急務である。また、
世界に先駆けて最先端
基盤技術を確立するこ
とにより、将来への技術
資源、産業資源として
資するものとなるので、
高い優先度を持って推
進すべき課題である。

想されている中、新しい
周波数帯の開拓は避け
ては通れない。一般国
民が利用するためには
装置の小型化・低消費
電力化・低廉化が必須
であるが、未利用周波
数帯域（ミリ波帯）はそ
の実現が最も可能な帯
域であり、その研究開
発は極めて重要であ
る。

7288

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算を増やすべき。 
若手の制限を取り払う
べき。

政府がポスドク問題の
解決に至っていないせ
いで、任期付の職をつ
ぎつぎに求めて日本
中、世界中を数年ごと
に移動する研究者は多
い。 
このような状態では人
生計画も立てられない。
安心して質の高い研究
活動を行える研究者を
増やすためにも、予算
を増やすべきである。 
また、いわゆる若手で
なくても任期付きの職に
ついている研究者は多
い。 
年齢だけでチャンスを
奪われるべきではな
い。

7289

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

推進すべきであると考
えます。

この様な学術国際交流
は、協力研究を行えると
言う面でも、互いの研究
に直に触れ刺激しあい
競争関係を築くという面
でも非常に重要である
と考えます。実際に私も
この施策のによって世
界の研究者と議論する
機会を数回得ることが
でき、世界で行われて
いる最新の研究状況を
知り、また議論しまし
た。これからも日本の科
学が世界と競えるように
する為にも、この様な学
術国際交流を恒常的に
行い、各国の最新研究
状況を常に把握・議論
する事は重要であると
考える為、この施策を
推進すべきであると考
えます。

なぜなら、個人の自信
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7290
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24136

世界トップレ
ベル研究拠
点プログラム
（WPI）

このまま
推進す
べき

IPMUの活動をこのまま
推進し、日本のチカラ、
（＜人類の知＞と言って
しまってもいいかもしれ
ません）をもっともっと力
強く引っ張って行って頂
きたいと思います。

を支えるものの一つとし
て、自国を愛し、誇りを
持てる事に無関係では
ないと考える事から始
まります。そこで、［日本
の強み］を考えると、 
即、利益にはつながら
ないが、人間の底の底
に蓄えておかなければ
ならない「基礎技術・知
識」への真摯な関わり
方によるものではない
かと常々考えます。地
べたを這ってがんばれ
るのは、高い高い目標
が見えて、その存在を
常に感じられることがと
ても大切で、欠く事ので
きないことだと思いま
す。科学研究をきちんと
受け止め、支えられる
ニッポンに生まれたこと
を、心から幸せだ、と実
感し、その上で自分の
役割を果たして行く。そ
して、たまにはちょっぴ
り自分にも「エラい」と思
える、そんなニッポンに
暮らしたいと思います。

7291

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

国際的に競争力を持つ
大学に脱皮するため
に、平成19年度から事
業が開始されており、そ
の取り組みを財政的に
も支援する制度は重要
である。

事業を中途半端に終わ
らせないためにも、予算
を十分確保したうえで、
評価を厳正にすること
が適切である。

7292
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24165

高度な３S
「人材・技術」
を活かした日
本発原子力
の世界展開

このまま
推進す
べき

昨今の環境及びエネル
ギー問題を背景に、東
南アジアや中近東等に
おける原子力発電の新
規導入を新たなビジネ
スチャンスとした国際競
争が激化している。これ
に伴い核燃料物質の拡
散や、不安全な原子力
施設の蔓延が危惧され
る。 
わが国としては、安全・
安心を前提とした燃料
から廃棄物処理処分ま
でのトータルシステムの
提案により、国際競争
を勝ち抜くことが重要で
ある。そのためにも核セ
キュリティや、合理的な

エネルギー基本計画で
は、地層処分について
平成20年代中頃に精密
調査地区の選定、平成
40年代後半に処分の開
始とされており、それに
向けまた、海外展開に
向け着実に推進するこ
とが重要である。 
国内の原子力発電所や
原子力施設では廃止措
置も始まっており、それ
に伴い今後低レベル放
射性廃棄物の発生量が
増加することが想定さ
れる。その一方で、低レ
ベル廃棄物は発生者責
任の原則に沿って実施
されているため、必ずし
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廃止措置及び廃棄物処
理処分技術開発の推進
が必要である。

も横断的かつ合理的な
技術開発となっていな
い。

7293
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

本施策は、新世代ネット
ワークの技術標準化等
における我が国の国際
的リーダーシップを確実
なものとするために最も
重要であり、可能なか
ぎり予算規模を拡大さ
せ、推進するべきであ
る。

インターネットでは米国
が先行し、その結果、関
連ビジネスの収益が米
国に集中した。新世代
ネットワークは、米国優
位の現行の産業構造を
転換し、我が国企業の
競争力を高めるチャン
スである。本施策で掲
げられたテストベッド構
築は、技術標準化等に
おいて我が国がリーダ
ーシップを確保していく
うえで最も重要な取り組
みであり、その成果が
大きな国益をもたらすと
考えられるからである。

7294

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

ターゲットタンパク研究
プログラムは国家プロ
ジェクトとして取り組む
べき最重要課題のひと
つです。研究自体が重
要であることはもちろん
ですが、プロジェクトの
成果として得られる人
材や設備も日本にとっ
て財産になります。

タンパク質研究は環境
や医薬の分野で応用さ
れることが期待できま
す。現在、ターゲットタン
パク研究プログラムは
この分野で世界の最先
端に位置していることか
ら、このプロジェクトの
推進を滞らせることは
日本にとって大きなマイ
ナスです。また、予算が
減額されればプロジェク
トで雇用されている人材
が海外へ流出するかも
しれず、やはり大きなマ
イナスです。

7295

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

感染症研究は医学研究
の重要な一分野であり
ながら、その人材育成
が国際的に見て立ち遅
れている現状が否定で
きない。本施策では感
染症領域の人材育成を
図ることが重要な目標
とされているが、感染症
に限らず医学研究にお
いて最も重要なことは
病気の現場に接しなが
ら教育・訓練を進めてい
くことであり、本施策は
これまで日本国内の状
況で欠けていた教育環
境を大学という組織に
おいて実現して来つつ

大学が関与しなくては
ならない理由としては次
の点をあげたい。わが
国には国立感染症研究
所があり、国内外の感
染症対策に当たってい
るが、これは臨床医学
でいえば｢病院｣に相当
し、オペレーションが主
たる事業目標となって
いる。一方で、大学は基
礎的、臨床的および社
会的な医学情報と知識
の集約拠点であり、問
題を多面的に処理する
事ができる。この事こそ
が感染症領域の人材育
成に最も必要とされるこ
とで、本施策を通じて育
成された人材が将来、

27



あるという意味でユニー
クであり、且つ大きな教
育効果が期待される。
感染症の多様化、国際
化という背景からも、本
施策の果たす役割は大
きく、推進を継続するこ
とを求めたい。

国立感染症研究所など
において活躍することで
国民の健康・福祉に貢
献することが期待され
る。すなわち、感染症に
対処する機関として、感
染研と大学とでは担うミ
ッションが異なっている
ことを明確にするべきで
ある。

7296

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

近年感染症の脅威が世
界中の人々を襲ってい
る。感染症は容易に国
境を超え、いかなる国
にも侵入し、その国の
人々の健康を脅かす。
そこで感染症の研究
は、国際的な連携のも
とで行われなければな
らない。本プログラムは
上記のような背景のも
と、日本の国民の健康
を守り、かつ世界からの
要望にもとづき、開始さ
れたプログラムと理解し
ている。世界の人々の
健康を守るために、プロ
グラムの予算の拡充
や、プログラムへの長
期支援を期待する。

感染症から人々を守る
ためには、多種多様な
研究が不可欠で、学際
的研究が必要である。
本プログラムでは感染
症が流行している、ある
いは流行の危険性が高
い開発途上国において
のみ実施可能な研究が
推進されている。このよ
うな研究を継続して初
めて感染症の予防対策
が可能となるので、半
永久的な海外研究拠点
への支援が不可欠であ
る。

7297
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27149

ゲノム創薬加
速化支援バ
イオ基盤技
術開発

このまま
推進す
べき

上記施策の下、開発さ
れている「myPresto」
は、日本初の統合型創
薬系分子設計ソフトウェ
アである。その機能は、
海外の製品に全く引け
を取らず、よりも多くの
点で優れており、海外
製品には無い新しいア
イディアと原理が組み
込まれている。 
実際に創薬研究に活用
させていただいており、
新薬のタネを効率的に
見出し、種々のプロジェ
クトのスピードアップに
大きな経済的効果が出
ている。 
ぜひともさらなる技術開
発を熱望する。 

・固定費の削減効果：海
外製品は使用権という
形で国内商社経由で販
売されているが、非常
に高価であり、バージョ
ンアップ費用を請求され
ることもありながら、期
待したほど進歩しない。
その点でmyPrestoは、
進歩が目覚しいながら
も純国産であるため、
将来有償化されても海
外製品ほどではないと
考えている。 
・優れた機能：種々の創
薬ターゲットに対して適
用可能である。計算に
よる手法が困難であっ
た創薬ターゲットに対し
ても適用の道が開発思
想に含まれており、今
後の発展が非常に期待
できる。

生物の研究はこれま
で、遺伝子解析、タンパ
ク質の機能解析など、

生物の中の個々の部品
の理解から、それらが
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7298

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

生物の部品一つ一つの
機能を詳細に調べる事
により発展してきた。し
かし生物は複雑で、現
在のアプローチにより
生物を理解するには限
界があると多くの研究
者が気付いている。本
プロジェクトは、最新の
計算機、研究基盤技術
を用いて、生物を総合
的に理解しようというも
のであり、これからの生
物の理解、医療の発展
に大きく貢献すると期待
される。したがって、継
続されるべきである。

有機的に関連しあって
どのような機能を発揮
するかを統合的に理解
する新しいアプローチで
あり、生物学、物理学、
計算機科学など様々な
分野の研究者が一同に
介して研究できる拠点
を作る事が重要であ
る。これまで得られてき
た知識を統合して新し
い成果を創出し、生物
の理解、医療への貢献
を目指す事業なので是
非継続される事を期待
する。

7299

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル 
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

G-COEプログラムは継
続して推進していくべき
であると考える。支援内
容として、国際舞台での
発表などを積極的な支
援を行うべきである。そ
こで、学会参加費や渡
航費などを対象とした
財政的支援を望む。 
さらに、支援対象研究
者が集中して自身の研
究に打ち込むために、
研究者の生活について
も引き続き財政的支援
を行う必要があると考え
る。また、廃止・減額等
の措置が行われた場合
研究者の道を諦める者
も出ると考えられ、今ま
での支援を無駄にしな
いためにも可能な限り
継続されることを望む。 

国際的技術者を育成す
るためには、国際社会
における教育が不可欠
であると考える。しか
し、海外で開催される学
会に参加するために大
きな費用がかかってし
まい、積極的に参加す
ることが困難である。そ
こで、海外への負担を
軽減するために、海外
の学会等への参加への
支援が必要であると考
える。 
研究者が自身の研究に
打ち込むためには、生
活への不安の軽減が必
要であると考える。生活
への不安がある場合、
生活費を稼ぐために研
究外の作業が必要とな
り、自身の研究の進捗
へ影響してしまう。 

7300

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

50～
59歳

文部
科学
省

24106

低炭素社会
実現のため
の社会シナリ
オ研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

人間社会を化石燃料に
頼らないものに変えて
いくことは急務であり、
そのために、国内、国
際の両方のスケールで
政策判断に利用可能な
社会シナリオを作ること
はぜひ進めてほしい。
その要素として経済モ
デルは確かに重要では
あるが、持続可能性の
理念を経済成長の理念
に従属させることのない
ように留意いただきた
い。また、低炭素化を進
めてもいくらかの温暖化

地球温暖化に対する適
応策と軽減策はどちら
か一方だけの文脈で語
られることが多いが、両
方とも必要である。つま
り、いくらかの温暖化は
避けられないが、温暖
化が無制限に大きくな
らないように原因を減ら
す努力は必要である。
とくに、人口が多く産業
活動が活発になりつつ
あるアジア大陸諸国に
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設試
等）

は避けられず、自然の
気候変動も重なる。低
炭素社会のシナリオ
は、気候変動への適応
も含めたものでなけれ
ばならない。気候変動
適応戦略戦略イニシア
チブ(24102)を含む、し
かしそれに限られない
他事業との関連を視野
に入れて進めていただ
きたい。

ついて、エネルギー資
源需要を化石燃料消費
拡大につなげず、同時
に気候の変化・変動に
対する適応幅を広げる
ための総合的対策が必
要であり、日本の研究
者は指導的役割を果た
すべきだと思う。

7301

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ンシステム整
備事業（イノ
ベーション 成
長戦略実現
支援プログラ
ム）

このまま
推進す
べき

各地域の大学は、その
地域の人材育成や教育
に大きな責任を負って
いますが、これまで、研
究開発においては地域
と密接に関連していな
い面もありました。現在
進行中の施策により、
産学官が連携したクラ
スターが形成されてきて
いますが、今後も、さら
に大学や研究機関での
研究を地域の活性化に
活用していくことが重要
であると考えます。ゆえ
に、この施策の推進に
賛成します。

大学などの研究機関で
の成果をもとに地域イノ
ベーション創出を目指
すためには、大学は今
でも事業化が不得意で
ある状況ですので、地
域の企業や自治体・研
究機関などと連携して
進めていくことが重要
で、そのネットワーク整
備が必要です。また、
「関係府省の施策を総
動員して支援すること」
は、そのスムーズな進
展のために大変重要だ
といえます。

7302

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

現在世界が抱える諸問
題を解決する処方を産
み出す可能性を持つ植
物科学研究を一層推進
するべきである。

本施策は、今まで世界
最高水準の研究成果を
挙げてきていて、食糧・
環境問題など、現在世
界が抱える問題に対す
る処方を産み出す可能
性がある。また、本施策
が生んだ大きな成果
は、日本全国の他の植
物科学研究事業を活性
化している。

大学・
公的
研究
機関 30～ 文部

革新的タンパ
ク質・細胞解 このまま

本研究プログラムは, 日
本を代表するタンパク
質の構造機能研究の研
究者が結集し, 非常に
難度の高いタンパク質
群を対象とした研究で
あり, 日本が世界に誇る
国プロであると思いま
す. 対象とするタンパク
質が高難度であるにも

本研究プログラムは, 基
本的な生命原理から, 
難病, 環境問題, 食糧問
題といった私たちの生
活に直結した問題を取
り扱っており, 創薬など
の高い社会還元性を持
っていますので, このま
ま国プロとして積極的に
推進すべきと思います. 
本プログラムが対象とし
ているタンパク質は高
難度であり, 一般企業
が手を出しにくいターゲ
ットであると思います. 
従って, このような対象
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7303

（独
法・公
設試
等）

39歳 科学
省

24122

析研究イニシ
アティブ

推進す
べき

関わらず, 世界トップレ
ベルの成果を上げてお
り, プログラム開始以来, 
順調に研究がすすめら
れていると思います. 
また, 健康や環境問題
に対する社会還元を出
口としており, 社会一般
に理解されるプロジェク
トであると思います.

は国家が国策として取
り組まなければいけな
いと考えます. 従って, 
本プロジェクトの成果は, 
今後産学連携に発展す
る高いポテンシャルを
持っています. 
本研究プログラムは科
学技術立国である日本
が世界に誇れる研究で
すので, このまま積極的
に推進することが日本
の科学技術を高いレベ
ルで維持するために極
めて重要であると思い
ます.

7304

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24134
戦略的創造
研究推進事
業

このまま
推進す
べき

研究者にとって、重要な
研究費の一つであり、こ
のまま推進すべきであ
る。

基礎研究に対する重要
な研究費の一つであ
り、本研究費からは多く
の優れた業績がでてい
る。アドバイザーによる
評価体制もしっかりして
おり、今後ますます充
実させるべきである。

7305

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

 現在のエネルギー源
の中心である化石燃料
による発電では，地球
温暖化に大きく影響を
及ぼす二酸化炭素の排
出が問題となっておい
り，さらには化石燃料の
枯渇も懸念されている．
この化石燃料に代わる
エネルギー源として，ウ
ランの核分裂反応を利
用した原子力発電が行
われているが，高レベ
ル放射性廃棄物の処
理，施設の安全性とい
った問題を抱えている．
一方，核融合反応によ
る発電では，二酸化炭
素の排出はなく，また放
射性廃棄物の処理にお
いても優れている．その
ため，核融合炉による
発電が次世代の主要な
エネルギー源を担って
いくと考えられる．

 核融合炉による発電
はまだまだ実験段階で
あり，十分なエネルギー
を安定して供給できる
かどうかの検証が重要
である．そこで，実験炉
であるITERの建設に力
を入れ，核融合反応に
よる発電の実用性を確
認する必要がある．ま
た国際協力のもとで進
められるこのプロジェク
トに早い段階から積極
的に参加することで，い
ちはやく核融合炉の実
用化にも対応すること
が可能であると考えら
れる．

大学・

日本発のiPS細胞の研
究をさらに推進して世界
をリードしていくともに、
その成果を確実に臨床

iPS細胞の研究はオー
ルジャパンの体制が引
かれ、国を挙げての支
援が行われているが、
その臨床応用への道を
急ぐあまり、基礎研究
の重要性が見失われが
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7306

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

応用に結実させるため
には、発生・再生現象
の基礎研究の裏付けが
必須となってくる。した
がって、発生・再生分野
のトップランナーを集結
して取り組まれている本
事業をこのまま推進し
ていくことは極めて重要
であると考える。

ちである。これまでにも
発生・再生分野で国際
的にも評価されている
優れた基礎研究の成果
を収めてきた理研CDB
を引き続き支援し、臨床
応用を目指す研究との
基礎研究の両輪をバラ
ンスよく推進していくこと
が、再生医療の実現に
確実につながるものと
思われる。

7307

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

総務
省

20115
先端ＩＣＴ技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

「超伝導光子検出器や
光・磁束量子インターフ
ェースなど現行とは異
なるＩＣＴネットワークの
構築や低消費電力化に
貢献する技術を開発。」
のような、たんなる従来
の改善でない研究とい
うものを継続すべきと感
じます。

日本は基礎研究に対す
る取り組みが足りない
ようにも思えるので、従
来の方法と異なる技術
を生み出しうる研究が
必要だと感じたからで
す。また、現行の目標よ
り基礎研究にシフトして
も良いようにも思いま
す。

7308

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COE

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムをマネジメントする
立場から、引き続きこの
プログラムの継続が必
要であると訴えたい。

制度が安定せず、年に
よって様々な金額が変
動するというのはシステ
ムとしてよくない。支援
があるかどうかわから
ない大学院生たちは先
の見込みが立たず、優
秀な人材が流出する結
果を招いている。大学
院に巨額の支援を続け
る中韓、危機であるから
こそ高等教育に投資を
行うアメリカとの差は開
く一方となってしまう。安
定で継続した支援を望
みたい。

7309

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
GCOEプログ
ラム

このまま
推進す
べき

このまま継続で良い

この予算は大学の研究
室独立でなく、もっと広
い研究室同士、分野同
士のつながりが期待で
きる。そのため研究の
可能性を高めることが
できる。

7310

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

ナノマシンとしての分子
群、およびそのシステム
の理解は医学・創薬分
野に多大なる貢献をも
たらす。そのためには
立体構造情報・生化学
的実験・および計算機
科学からのアプローチ
が必須であり、このまま
推進すべきである。

この分野の生み出す利
益は多大なものであり、
全世界で熾烈な競争が
行われている。現在最
先端レベルの技術を有
する日本が今遅れをと
ったら多大なる国益を
損なうので、遅れをとっ
てはいけない。
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7311

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化すること。ま
た、大学附属病院にお
いては質の高い医療を
提供するためにも、本
事業は極めて重要であ
る。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。また、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、国民にと
って有益なことである。

7312

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー実験は、小
林・益川両氏のノーベ
ル賞受賞に貢献した。
しかしこのことで物理は
これで終わりではなく、
さらに詳細に調べなけ
ればならない問題があ
ることも明確になった。
宇宙の始まりに何が起
こったのかという問題
は、基礎研究としては
究極のものであると思
う。「Bファクトリー加速
器の高度化による新し
い物理法則の探求」
は、まさに日本国として
推進するべき研究であ
ると思う。

この実験は、日本人に
よる理論を日本人中心
の日本にある実験グル
ープが検証したこととし
ても深い意味を持つ。
日本が外国に頼らず世
界第一線級の研究がで
きるという証明にもなっ
た。しかも、国際協力と
してのグループなので
海外との交流が非常に
盛んであり、若手研究
者の育成という観点か
らも重要である。特にB
ファクトリー加速器は世
界最高性能を誇ってお
り、海外からの注目度も
高い。世界最高性能達
成後もそれに甘んじる
ことなく、世界初のクラ
ブ空洞を導入しさらに高
性能を目指すなど、記
録を次々と塗り替えて
いる。そのような世界一
の技術をもつBファクトリ
ー加速器がさらなる高
度化をめざしていること
は日本国として支援す
べき最先端研究である
と確信する。

7313
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究補助金は我が
国の科学研究の根幹を
支えるものである。 
このままの推進はもとよ
り、拡張を視野にいれ

研究者の自由な発想に
基づく研究は、人文科
学、自然科学を問わ
ず，科学の発展のもっと
も重要かつ、根幹をな
す。 
特に、将来への投資と
もいえる基礎科学分野
においては、科学研究
補助金が研究推進の支
えである。 
また、未知の分野を開
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設試
等）

た政策が好ましい。 拓することが研究開発
の根本であることを踏ま
え、成果の出にくいまた
は不確定な研究にもそ
の発想を投資すること
が 
望ましが、これは国が
支えてのみ可能であ
る。

7314

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

今年応募させて頂きま
した。来年以降も是非
継続して頂きたいと思
います。

若手研究者の国際経験
のために非常に役立つ
制度だと思います。

7315

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

本研究プログラムは, 日
本を代表するタンパク
質の構造機能研究の研
究者が結集し, 非常に
難度の高いタンパク質
群を対象とした研究で
あり, 日本が世界に誇る
国プロであると思いま
す. 対象とするタンパク
質が高難度であるにも
関わらず, 世界トップレ
ベルの成果を上げてお
り, プログラム開始以来, 
順調に研究がすすめら
れていると思います. 
また, 健康や環境問題
に対する社会還元を出
口としており, 社会一般
に理解されるプロジェク
トであると思います.

本研究プログラムは, 基
本的な生命原理から, 
難病, 環境問題, 食糧問
題といった私たちの生
活に直結した問題を取
り扱っており, 創薬など
の高い社会還元性を持
っていますので, このま
ま国プロとして積極的に
推進すべきと思います. 
本プログラムが対象とし
ているタンパク質は高
難度であり, 一般企業
が手を出しにくいターゲ
ットであると思います. 
従って, このような対象
は国家が国策として取
り組まなければいけな
いと考えます. 従って, 
本プロジェクトの成果は, 
今後産学連携に発展す
る高いポテンシャルを
持っています. 
本研究プログラムは科
学技術立国である日本
が世界に誇れる研究で
すので, このまま積極的
に推進することが日本
の科学技術を高いレベ
ルで維持するために極
めて重要であると思い
ます.

低炭素社会の実現に向
けて、良質な中古住宅
を長寿命化し、流通を

長期優良住宅法のもと
良質な家づくりと住宅履
歴情報の整備が促進さ
れています。しかし、従
来の中古住宅において
は、住宅履歴情報が残
されていないケースが
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7316
民間
企業

40～
49歳

国土
交通
省

28002

中古住宅流
通促進・スト
ック再生に向
けた既存住
宅等の性能
評価技術の
開発

このまま
推進す
べき

活性化させることは、現
在の日本において非常
に重要な課題であると
認識しています。既存
住宅の性能を、先進の
計測技術や材料・耕法
などの情報をもとに定
量的に評価し、長く住み
続けられる住宅である
ことを評価する技術が
必要な事は言うまでも
ありません。

多く、住宅の良し悪しを
評価することができな
い、結局取り壊して新築
するという環境負荷の
大きい選択をとってしま
うことが現実です。情報
が欠落していても、住宅
そのものを計測し、材
料・構法などから性能を
予測して、中古住宅の
性能を客観的に評価す
る仕組みが確立されれ
ば、良質な中古住宅は
ストックとして再生する
ことが可能です。

7317

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131
ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業

このまま
推進す
べき

研究成果が私たちの実
生活に反映されやすく
するために必要である
し、何かにつけて時間
がかかる今までの制度
を大きくかえるものであ
るので、大変有意義で
もっと推進すべきと考え
る。

構築した研究基盤を共
同研究や外部利用促進
という多様な方式で、内
外の研究機関等へ提供
するという、産学官が連
携することでより一層効
果的な成果移転が進め
られることは、私たちの
実生活により早くいろい
ろな形でそれらがフィー
ドバックされるので。

7318

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
的な国家予算でありま
す。このような時こそ、
将来を見据えて、科学
技術に予算をふやして
さらに裾野を広げると共
に、今出ている科学技
術研究成果を継続して
支援できるような政策を
遂行して下さい。

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
的な国家予算でありま
す。

7319
その
他

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

推進す
べきでは
ない

光通信産業は、日本の
基幹産業として最も重
要だと思います。 
光通信産業の研究開発
を強力に推進すべきで
あり、益々国として力を
入れるべき分野だと考
えます。

日本の光ファイバーサ
ービスは、世界のトップ
クラスです。 
この地位を維持すること
は、日本の国際競争力
の観点からも大変重要
なことです。

次世代印刷

基本的には推進すべき
だと考えます。ただしタ
ーゲットデバイスを携帯

プリンテッドエレクトロニ
クス分野は欧米と比較
して開発スピード、技術
レベルの点で大幅に遅
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7320
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

情報端末とすることが
適切な達成目標なのか
精査する必要があると
思います。印刷プロセス
やR2Rプロセスの特徴
を最大限にいかせる別
の達成目標を掲げられ
てはいかがでしょうか。

れています。この国家プ
ロジェクトで成果を出
し、その遅れを取り戻
し、日本発のプリンテッ
ドエレクトロニクスデバ
イスを世界に送りだして
もらいたい。以上が理
由です。

7321

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、日本の大学院
生の国際的競争力を向
上させ、なおかつ広い
視野を持つ研究者の育
成に貢献している。よっ
て、本プログラムは引き
続き推進させるべきで
あり、予算が許すなら
ば、本プログラムのため
の予算を増額すべきで
ある。

私は「グローバルCOE
プログラム 東北大学 
文学研究科 社会階層
と不平等教育研究拠
点」に所属するGCOE大
学院生であるが、そこで
の活動を通して海外の
研究者と英語で互角に
議論するための語学力
と度胸を身につけること
ができた。加えて、領域
横断的な学びの場が与
えられたことにより、人
間行動を「合理的選択」
という視点からだけでな
く、「公正の追及」という
視点からも考察できる
ようになり、研究者とし
ての視野が広がった。

7322
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

これまで国内になかっ
たバイオバンクの構築
に際し、研究価値の質
を向上しつづけていくた
めには継続していくこと
が必須である.医科学的
研究の成果以外にも国
民への医科学研究との
接点を提供し、医療機
関における臨床情報の
ありかた、臨床研究の
ありかた等について見
直す機会を結果的に提
供している.長期間に渡
るプロジェクトであること
から、かかわった人員を
人材として残すこと、バ
ンクの試料とデータを国
民の歴史的資産として
残していくことが今後の
課題であると考える.

研究の「時間の長さ」
「医業収益につながらな
い」ことから、研究協力
医療機関では、実務担
当者の確保に苦渋して
いる現状もある.しかし
ながらバンキングは国
民の財産として充実さ
せていくべきで、たくさ
んの試料提供者から期
待の声も寄せられてい
る.（参加満足度も意外
と高い）今後、世界的に
通用するバンキングノ
ウハウの確立と多様な
研究デザインの組合せ
によるバンクの利用価
値の確立、国民との接
点、実務担当者を人材
として残していくための
教育など、完結させる
べき課題はたくさん残さ
れているように伺える.

7323

大学・
公的
研究
機関
（独

20～
29歳

文部
科学

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す

科学研究費補助金事業
はこのまま推進、むしろ
拡充すべきである。とく

科学研究費補助金は日
本の学術研究を支える
基盤であり、これを削減
することは日本の学術
分野における国際競争
力の低下につながる。
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法・公
設試
等）

省 べき に若手研究（Ａ・Ｂ）は充
実させるべきである。

また将来への投資とし
て若手向けの競争的資
金を充実させることが重
要である。

7324

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

特定の分野への極端な
集中を排除するなどし
て，より多くの学術研究
に資金を配分する形で
推進すべき．

少数の学術研究に資金
を集中させたが将来の
革新的技術の基盤とな
らなかった場合，また，
革新的技術の基盤とな
ったが日本国にその果
実をもたらすようになら
なかった場合など，その
巨額の資金は日本にと
って全くの無駄になる．
それよりも，より多くの
学術研究に資金を配分
して将来の革新的技術
の基盤となるような研究
の芽を残すべき．

7325

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

構造生物学の研究イン
フラの整備と提供は、基
礎から応用まで幅広い
ライフサイエンス研究に
必須であり、積極的に
推進すべきである。本
施策により、生物学、医
学、薬学等の研究者
が、タンパク質等の立
体構造に基づいて、生
命現象を解明できるよう
になるとともに、そのよ
うな新しいタイプの研究
者が育つなど、大きな
成果があがっている。そ
のような若手人材を育
てるためにも、本施策
の果たす役割は極めて
大きく、是非、継続すべ
きである。

構造生物学は、大規模
な研究インフラを必要と
する特殊事情があり、こ
のようなナショナルプロ
ジェクトの規模をもって
初めて可能になるもの
である。ライフサイエン
ス分野では、構造生物
学を基盤とする創薬・医
療技術開発を支えるプ
ラットフォームの整備が
必須になっており、ライ
フサイエンス分野の科
学技術研究の成果を社
会に還元するために、
本施策はをさらに強力
に推進するべきである。

7326

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手有能人材の活性化
のために有効な施策で
あるが、着任時の研究
インフラの提供に付い
てや、任期終了後（評
価終了時点）でのテニュ
ア化のに付いての施策
が不明瞭である。実施
機関にすべて任せるの
ではなくなんらかのガイ

実験科学の研究を独立
して開始するためには、
研究場所の確保や特殊
設備の導入など費用の
みならず時間のかかる
プロセスが必要となりま
す。従来型のキャリアパ
スでは年長者の研究環
境に付随する形でその
プロセスをショートカット
出来ましたが、逆に自
由な発想に基づく研究
を阻害することとなって
いました。その点で本施
策は有効な一手を打っ
ていますが、より有効に
するためにはスタートア
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設試
等）

ドラインとそれに見合っ
た支援（予算配分など）
がセットされていなけれ
ば雇用問題の先送りに
すぎないこととなりかね
ない。

ップ支援の施策を資金
面だけでなく強化するこ
とが必要です。また評
価機関終了後テニュア
採用するためには現行
人事制度のままでは困
難が生じることは明白
です。現行制度からの
ゆるやかな移行を進め
るためには移行期間に
一時的に人員増をする
などの制度上の配慮も
必要となります。

7327

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCの加速器は世
界最高の性能を持ち、
世界をリードした研究が
出来る。日本の基礎物
理の研究の中心になる
ことは間違いなく、この
計画を一層促進してほ
しい。

J-PARCでは、先端加
速器を用いて陽子を最
大50GeVまでのエネル
ギーに加速し、標的に
当て、そこから発生する
中性子、ミュオン、中間
子及びニュートリノなど
の二次粒子を、原子核
素粒子物理、物質・生
命科学、及び原子力基
礎技術などの研究開発
を行なう。J-PARCで
は、世界をリードした研
究が出来るだけでなく、
若手研究者のやる気を
起こさせ、育成にも繋が
ることは間違いない。今
後の日本の基礎研究に
多大な貢献するのは間
違いないので、J-PARC 
による計画を進めてほ
しい。

7328

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算を上積みし、基盤
研究（Ｃ）の採択を増や
し、より多くの研究者が
個々人のアイディアを
展開できるチャンスを増
やしていただきたい。ま
た、そのために審査委
員も増やし、より適切な
審査が行われるように
していただきたい。

画期的な発見や発明に
は、その研究分野の広
い裾のが必要です。
個々の研究者、研究グ
ループの様々な角度か
らの研究成果が、大き
な発見に繋がることは
歴史が証明していま
す。大きなプロジェクト
研究も必要ですが、そ
の何倍もの小さな研究
が必要と考えます。ま
た、多くの研究を採択す
るには、審査委員を増
員することは必要不可
欠です。

大学・
公的
研究 戦略的想像

本施策は先端的研究を
推進する上で貴重な財
源となっており、予算の

私自身は、１０年ほど前
に「さきがけ」の助成を
受けた研究者である
が、自分の研究を確立
する上で、他分野の研
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7329

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24134

研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業）

このまま
推進す
べき

増額、ないしは現状維
持を要望する。とりわ
け、特に若手研究者の
自立を促す「さきがけ」
は大変優れた制度と考
える。

究者との交流など、大
変大きな支援を受け
た。こうした制度の恩恵
を今後の日本を担う若
手研究者が今後とも享
受できることを期待しま
す。

7330

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

今日ある国民生活は言
うに及ばず、未来社会
の人類活動の基盤とな
る科学・技術の展開の
源としての基礎研究、そ
の主軸である科学研究
費補助金のこれまでに
果たしてきた役割・重要
性を踏まえ、また、国際
競争力の伸長に向けた
大学の教育力・研究力
を強化するため、採択
率の向上（30％）、配分
額の充実、大学等研究
機関の研究環境の向上
に寄与する間接経費
30％措置の予算確保が
重要でこれを早期実現
すべきである。 
 特に、研究活動の裾
野の拡充（「基盤研究
（Ｃ）」）、実績を積み上
げてきた研究者の更な
る研究力の強化（「基盤
研究（Ｂ）」）、若手研究
者に研究費を得る機会
の提供（「若手研究」「挑
戦的萌芽研究」の採択
率の向上）を図ることが
必要である。 

我が国における基礎研
究、特に研究者の自由
な発想に基づく研究（学
術研究）は、これまで基
盤的経費(運営費交付
金)や科学研究費補助
金等により推進されて
きた。 
しかし、国の厳しい財政
事情により、昨今の大
学における基盤的経費
は減少の一途にあり、
科学研究費補助金の伸
びも鈍化するなど、研究
環境は一段と厳しさを
増し、酷い状況になって
いる。大学の現場を見
て欲しい。 
また、事業仕分けの指
摘は科学研究費補助金
の意義・役割について
十分な理解がなされて
おらず、大学の教員とし
て危機感を覚える。 
諸外国が科学技術に戦
略的に研究投資を行っ
ている中で、我が国の
このような状況は非常
に心もとない。研究環境
を左右する科学研究費
補助金の役割・重要性
に鑑み、その強化・充実
には予算の大幅増が必
要である。早急に取り
組まないと国際競争力
はおろか、研究者の研
究力の低下、次代を担
う若手研究者の育成が
困難となり、取り返しの
つかない状況に陥るこ
とになるであろう。 

大学・
公的
研究
機関 30～ 文部 科学研究補 このまま

科学研究費なしでは、も
はや日本の科学研究は

現状でも、研究費の不
足分を身銭を切って埋
めている状況です。減
額や廃止の措置が取ら
れたら、もはや日本の
科学研究は、立ち行か
なくなると思います。科
学研究費がなくなっても
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7331

（独
法・公
設試
等）

39歳 科学
省

24133

助金 推進す
べき

推進できない状態であ
るから。

残るのは、短期的成果
が期待できる（企業との
共同研究など）分野の
みです。基礎的研究
は、運営費交付金が減
額されている現在、科
学研究費が頼りになっ
ており、これは国の予
算でまかなうべきです。

7332

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24134
戦略的創造
研究推進事
業

このまま
推進す
べき

戦略的創造研究推進事
業は国がトップダウンで
設定する戦略目標に基
づき、基礎研究を支援
するものであり、国民の
利益につながり、人の
役に立つ研究が発展し
ている。今後も継続し
て、国民に還元すること
のできる研究・技術を支
援することが強く望まれ
る。特に、わが国は諸
外国に例を見ない早さ
で人口の高齢化が進ん
でおり、それに伴い、多
剤耐性細菌による感染
症等の様々な病が国民
の脅威となることが危
惧されていることから、
今後もライフサイエンス
分野の重点化は必要で
ある。

科学・技術の成果を社
会・国民に還元する努
力をすることが重要で
あると考える。特に、近
年、病院において複数
の薬が効かない多剤耐
性菌が出現し、重要な
問題となっているので、
耐性菌感染症克服を目
的とした戦略目標が設
定されることが強く望ま
れる。これから日本は
本格的に高齢化社会に
突入し、感染症に悩まさ
れる患者数が増加の一
途をたどることが危惧さ
れている。多剤耐性菌
による感染症は化学療
法が困難であり、これら
耐性菌への対応は国を
挙げて取り組まなけれ
ばならない大きな問題
であると考えられる。

7333

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者が出産・子
育て等と研究を両立す
るための環境整備を行
う取組を支援することは
必要だが、さらに研究
室主催者、大学人事担
当者などの「女性研究
者の出産・子育て」にた
いする理解を深めさせ
る教育が必要。

予算を配分しても当事
者の上司同僚等の理解
が得られないと、(特に
日本の)女性研究者は
出産を躊躇しがちであ
るから。

7334

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

減少傾向にあります
が、是非増額して頂き
たい。

我々研究者の命綱で
す。

大学・
公的
研究
機関 40～ 文部

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業 このまま 重要分子の相互作用様

分子レベルと疾患レベ
ルとの間にある未解決
の巨大な領域に挑戦す
るには、まずモノ（例え
ば、高分子量複合体）を
構造機能解析に必要な
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7335

（独
法・公
設試
等）

49歳 科学
省

24131

（内、生命 分
子システム基
盤研究）

推進す
べき

式を明らかにすることが
必要である。

量を作りことが第一歩
であるが、まさにそのこ
とがボトルネックになっ
ており、この課題に取り
組むことが最優先であ
ると思われる。

7336
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
ター(長野県
全域クラスタ
ー）

このまま
推進す
べき

信州大学を中心にナノ
カーボンの実用化を進
めており、これまでの活
動により実用化しつつ
あります。中でも自動車
部品、精密樹脂複合材
で商品の実用評価中の
ものが多数ありますの
で継続した研究実用化
体制が必要でありま
す。

長野地区は大企業の撤
退による空洞化が進ん
でいます。大学発のナノ
カーボンに取り組んで
いる地元中小企業の支
援は必須であります。な
によりもこのクラスター
活動のみが地域に明か
りを照らすものとなって
います。 今一歩の実
用化です、継続したクラ
スター活動をお願い致
します。 

7337

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学インフラ施設の整
備と改善をこのまま推
進するべきである。ただ
し整備についてはプライ
オリティを決めて安全面
に関わる機器・施設の
整備にも配慮しながら
行うべきである。

大学は日本の学術から
医療まで知的財産の集
約の場であり、その基
盤的な施設の整備は継
続的に行われる必要が
ある。特に老朽化により
安全性に問題が起こる
機器もあり、緊急度に
配慮するべきである。ま
た優秀な留学生確保の
ための宿舎等の整備も
重要である。

7338
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

発生・再生科学総合研
究所（CDB）を中心にし
た研究事業の推進は中
長期的に重要であり、
着実に推進していくベキ
であると考えます。時代
を変革するような科学
的発見は多様な研究者
の無数の試行錯誤から
得られると思います。そ
の点で研究所内で個別
研究を重視している現
在のCDBの体制のあり
方は可能性を秘めてい
ます。しかしながら、日
本全体を考えたときに
は、発生・再生分野の
予算がCDBに偏ること
は研究の多様性（人材
や研究テーマに関して）
や個々の研究の質を低
下させる可能性もありま
す。日本における研究
の多様性の醸成には、
優秀な研究者が集まる

研究者の中にはアイデ
アをもっているが、十分
な研究費が取れなかっ
たり、必要な技術を習
得するチャンスがなかっ
たりするためにその独
自のアイデアを試すこと
が出来ない人がたくさ
んいると思います。新し
い発見は大きな発見で
あればあるほど、発見
をするまでの間その研
究の正当性を示すこと
が難しいものです。 
CDBのような核となる研
究機関では、CDBの外
部を含めて多様な個別
研究を促進することが
できるような努力を今後
さらにして欲しいです。
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CDBにおいて、質の高
い、実践的な、そして多
様な技術の指導／普及
が欠かせないと思いま
す。

7339

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学技術全般を広く社
会に広報，アピールす
る機会を科研費の枠で
も充実させてほしい。個
人では限界があるの
で，所属組織として活動
できるような枠組み，予
算があると非常に良
い。

科学技術への信頼を高
め，子供たちが科学や
理科を積極的に学ぼう
とする意欲を育むため
には，科研費による研
究課程ならびに研究成
果を分かり易く開示し，
国民との「距離感」を縮
めてゆくことが必要であ
ると考える。

7340
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

次世代に向けた印刷技
術の開発は日本の技術
促進を踏まえても重要
である。

欧米やアジア圏での技
術流出を防ぐためにも
日本独自の技術を開発
する必要があると思う
為

7341

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

経済
産業
省

27024
高効率水素
製造等技術
開発

このまま
推進す
べき

水素はエネルギー利用
効率面で最も優れたも
のであり、水素供給に
関わる技術開発を国の
施策として推進すること
の重要性は、改めて指
摘するまでもない。現実
的に、水素を大量に製
造・供給するにあたって
は、既存設備の有効活
用が官民の負荷を下げ
るものとなり、石油精製
工程で不可欠な水素製
造プロセスを飛躍的に
効率化し、一般社会へ
の水素供給に活用する
という本件の着眼は、
経済合理性にも適うも
のとして、時宜を得た優
れた施策であると言え
る。 

一般に、製油所の水素
製造装置で製造される
水素の純度は９７％程
度であり、一般社会に
供給するには９９．９
９％にまで高める必要
がある。これを、既存技
術の組み合わせで行え
ば、水素回収率、エネ
ルギー利用効率とも非
常に低いものとなるた
め、膜分離技術を組み
合わせる本施策の成果
への期待は非常に大き
いものがある。特に、膜
分離技術を水素製造工
程のコア部分に組み込
む発想は極めて先端的
であり、石油の高度利
用の観点からも重要性
は特筆される。 

7342
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

花粉症ワクチンを早期
に実現してほしい

花粉症の季節は仕事に
も差し支えるくらい辛い
です。薬に頼らなくても
いいように治療法を開
発してください。

大学・
公的
研究 数学・数理科 改善・見

数学・数理科学の研究
推進は、社会にすぐに
還元できる研究もある

道具としての数学のみ
ならず、思想・哲学とし
ての側面を数学はその
根幹として持っており、
それらはすぐに社会に
還元されるとは考えら
れない。しかしながら、
そういった基礎部分を
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7343

機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24019

学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

直しをし
た上で推
進すべき

が、そうでないものもあ
る。社会に役に立つと
いう視点のみならず、基
礎研究としての数学に
も目を向けて資金が投
じられるべきである。

育成することによって、
他の科学分野に対して
大きなインパクトを与え
る研究が行われる土壌
が形成される。とはい
え、そういった分野に
は、民間から投資がな
されるとは考えづらいた
め、政府は積極的に育
成・発展をはかるべく投
資を行うべきである。

7344

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

KEKのBファクトリー実
験は素粒子の標準模型
と呼ばれる物理学の基
礎的な理論の検証に重
要な貢献をした。実験
装置であるKEKB加速
器は、同時期に運用さ
れた米国の同様の装置
を大きく上回る世界一
の性能を発揮した。これ
を高度化する本施策は
自然科学分野での我が
国のプレゼンス強化に
有用なので、推進すべ
きである。

科学や技術における国
の存在感、信頼感は一
貫性を持って継続する
ことで培われるものと考
える。素粒子物理学で
の日本の存在感は現在
既に大きいと思われる
が、これを継続すること
は重要である。純粋に
科学的な面でも、この
計画は現在CERNで行
われているLHC実験と
相補的な役割を担って
おり、今これを推進する
ことの意義は大きい。

7345

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

我が国の科学技術を支
える一役を担っている
のは、若手研究者によ
る精力的な研究活動で
ある。科学立国を目指
す我が国にとって、有能
な若手研究者を育てる
ことは、結果として我が
国を発展させる土壌を
育てることに他ならな
い。また、競争の厳しい
研究者社会で、特別研
究員(PD)の9割が常勤
の研究職に着けている
という成果は注目に値
する。 

もし、この事業が推進さ
れなければ、我が国の
若手研究者の経済的負
担は大変大きくなり、経
済的理由により有能な
研究者であっても研究
者を断念したり、研究職
を求めて海外へ有能な
研究者の流出が起こる
と考えられる。このこと
は、科学立国を目指す
我が国にとって大変な
痛手となると思われる。
そのため、この事業は
このまま推進すべきで
ある。

7346

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルＣＯＥ予算は
継続すべきである。

研究に従事したいと希
望する学生が皆潤沢な
予算や生活費を得てい
るわけではなく、一般に
それを得るために必要
な時間は膨大で、その
ために研究が疎かにな
り、結果として重大な研
究成果を得るための妨
げとなりかねない。グロ
ーバルＣＯＥの予算は
そのような多くの学生を
救う施策であり、日本の
科学技術の将来を左右
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する施策であるといって
も過言ではないであろ
う。日本が科学大国とし
て自立し続けていくな
ら、廃止、削減されるべ
きではない。

7347
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として最も
重要な産業であり、また
光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
あると考えます。 
 よって、光通信産業の
研究開発を強力に推進
すべきであり、益々国と
して力を入れるべき分
野であると考えます。 

 光通信産業は、全て
の産業の基盤になるも
のであり、これからの２
１世紀の日本で最も成
長が見込める最も重要
なグリーンＩＴ産業である
からです。

7348

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24134
戦略的創造
研究推進事
業

このまま
推進す
べき

戦略的創造研究推進事
業(CREST)は公募によ
り競争的にまとまった研
究資金を獲得して最先
端の研究を自立的に推
進できる画期的な制度
であり、この仕組みを科
研費と並ぶ我が国の基
礎研究推進の２本の柱
と位置づけて、拡充強
化すべきと考えます。現
状では募集領域が偏り
すぎています。もっと募
集領域を広げて、世界
的な研究が広く応募で
きるように改善していた
だきたいと思います。

CRESTは、ERATOのよ
うなトップダウンによる
研究者の選択に比べ透
明性があり、世界最先
端事業のような一時的
なものではなく１０年以
上の実績があって安定
的な仕組みであること、
科研費よりもまとまった
資金を自由に使える点
で、独立した研究推進
にはより適していること
など、競争的研究資金
の配分方法として理想
的なものだと考えます。
むしろ、科研費は若手
を中心に広く薄く配分
し、重点的な配分は
CRESTで行うように、
CRESTの間口を画期的
に拡大すべきではない
でしょうか。様々な研究
資金があることは一面
研究者にとって好ましい
ことのように見えます
が、国全体の研究推進
にとってはかえって無駄
が多く、特定の研究者
にいろいろな資金が集
中するなど矛盾が生じ
やすくなります。文科省
関係は科研費とCREST
位にまとめてしまって安
定的な制度として運用
できないものでしょう
か。

地球環境変動ミッション
は、古くからわが国の
得意とする多波長の光
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7349

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24113

（独）宇宙航
空研究開発
機構「地球観
測衛星網の
構築」

このまま
推進す
べき

地球規模の気候・環境
変動、特に近年の温暖
化問題を解明する大変
重要な課題であり、か
つわが国の科学・技術
の粋を集めて国際社会
に貢献する、最も有効
な施策と考える。

学センサーおよびマイク
ロ波放射計を搭載した
衛星システムであり、わ
が国の科学・技術力を
生かして活躍が期待で
きる。 
一方、雲・エアロゾル・
放射ミッションは、これ
までに世界的にも例を
みない、雲レーダー、ラ
イダー、放射収支計、光
学センサーを同時搭載
する極めてユニークな
有効な観測衛星であり
（諸外国では、１センサ
ー個別の衛星観測は存
在）、ヨーロッパ衛星機
構（ESA）と共同でのミッ
ションということで、国際
協力としても極めて価
値が高い。

7350

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

以前は博士終了後は海
外にポスドク研究員の
職を求めたが、このよう
な制度ができたため国
内で研究活動を続ける
若手が増えた。このこと
は日本の科学水準が世
界的にも認められ、国と
しても支援する価値の
あるものと認められた
結果であると思われる。
やはり国力の基盤にな
るのは優秀な人材の確
保なので、その観点か
らこのようなプログラム
は推進すべきである。

一部細かい点である
が、一人当たりの研究
費がかなり多い印象を
もっている。きちんと内
容を査定し必要最低限
の研究費を支給できる
仕組みが望ましい（税
金の無駄遣いにならな
いためにも）。そのうえ
で、もし必要ならば、通
常の科研費を応募して
もいいと思う。

7351

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

Bファクトリー加速器は、
SPring-8、RIBFやJ-
PARCなどとともに我が
国が世界に誇る先端加
速器施設である。科学
技術立国を標榜する我
が国の立場からはもと
より、文化としての学問
を世界に発信する国と
しても世界の尊敬を集
める観点から、先端加
速器を用いた基礎科学
研究への支援について
今後とも重点的に推進
してもらいたい。

世界に2つとない最先端
大型加速器でしかでき
ない先端基礎研究を推
進できる場を世界に提
供する。先端加速器施
設の研究を支援するこ
とで、当該分野の研究
において我が国が世界
をリードできる。こうした
先端加速器施設を持て
る国は限られている。こ
のことは、我が国の科
学技術文化立国として
の立場をより効果的に
世界にアピールできる。
また、次代を担う研究者
の育成効果について、
世界最先端の研究施設
で研究をすることの効
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果は議論をまたない。

7352

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

バイオリソースのデータ
ベースのさらなる充実
が必要であると思って
いる。国内だけでも膨大
な数の生物遺伝資源が
存在しており、それら全
てが集められたバイオ
リソースデータベースは
魅力的である。また、自
身の試料も提供したい
と思っている。

現状では、まだ、検索し
て欲しい試料が見つか
らない場合がある。この
点からも、今後、この事
業の更なる拡大が必要
であると思われる。ま
た、技術の発展もあり、
生物遺伝資源は、年々
多く生みだされており研
究室単位では試料の管
理は、今後ますます、難
しくなってくると思われ
る。生物遺伝子源を後
世に伝えていくために
も、きちんと管理してく
れる機関は必要であ
る。

7353

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24109

（独）海洋研
究開発機構
運営費交付
金「地球環境
変動研究」

このまま
推進す
べき

海洋の基礎な研究は、
地球の温暖化をはじめ
とする地球環境の変化
や、気候の変動といっ
た大きなスケールでの
問題に大きく関与する。
こういった問題への対
策を考える上で、科学
的な事実を一つ一つ明
らかにする事が大切だ
と感じる。

地球規模の現象を科学
的に扱うには、やはり世
界各地での現場の観測
データの長期的な収集
と解析が不可欠。そうい
った事は、大学や民間
の研究施設では、なか
なかできない。したがっ
て、海洋研究開発機構
の様な組織が、世界を
リードして行うべきであ
る。 
 
米国では、NOAAという
組織が、気象と海洋を
一体とした国家レベル
での観測や研究を実施
し、世界をリードしてい
るように見える。日本で
は、気象庁が存在する
が、気象や地震災害に
ついてはリードしている
が、海洋については不
十分であるように思う。
その点で海洋機構の存
在意義は大きい。

7354

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員事業

このまま
推進す
べき

強力に推進すべき。
若手育成なくして、日本
の科学技術の発展はあ
りえない。

博士課程教育リーディ
ングプログラムにおい

私は、大学のグローバ
ルCOEプログラムのリ
サーチアシスタントに採
用されており、研究活動
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7355

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24012
博士課程教
育リーディン
グプログラム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

て、博士後期課程の学
生に対する経済的支援
はより手厚くすべきであ
る。博士後期課程学生
が県級に十分に集中で
きる環境作りが、成果
のある研究を行うため
に必要な条件のひとつ
である。学生の貴重な
時間をアルバイトなどに
とられることなく、限られ
た時間を研究に投資で
きるようにするべきであ
る。

の支援を受けている。
博士課程に進むにあた
って、多くの学生によっ
て経済的支援の有無は
重要な進学理由とな
る。私の場合は、経済
的支援がなければ、進
学せず就職を選んでい
た。グローバルCOEに
は研究の機会を提供し
てくだささり感謝してい
る。そのために、博士後
期課程学生への経済支
援を手厚くする必要が
ある。

7356
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

基盤技術の研究は、国
を挙げて取り組むべき
案件である。世界各国
は、国を挙げて国際標
準化に取り組んでおり、
日本も国を挙げて取り
組まなければ、日本は
国際的に衰退していくと
思われる。

資源の少ない日本は技
術力をもって国際競争
を生き残るしかなく、そ
の基盤技術に投資する
ことは、企業のみでなく
国益に繋がることであ
り、本施策も国として推
進すべきと考える。

7357

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

積極的に推進すべき。

世界最高の業績を出し
ており、ノーベル賞（小
林益川）にも直結した。
日本の誇る分野であ
る。

7358
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

「高速大容量通信網技
術・オール光通信処理
技術」は、総合科学技
術会議が選定した 23 
項目の革新的技術
(H20.5)の1つにがあげ
られている。その技術
開発を加速するため、
総務省や情報通信研究
機構のフォトニックネット
ワークに関する委託研
究開発に対して最優先
でこれまで以上に予算
を配分し、低消費電力
かつ高効率なインター
ネット通信インフラを実
現するフォトニックネット
ワーク技術開発を加速
すべきである。 

国民の重要な経済社会
基盤となっているインタ
ーネットのトラヒックが増
大し続けている。その増
大するトラフィックを収
容するためのネットワー
クの大容量化と同時
に、ネットワーク全体の
消費電力を削減するこ
とが重要課題となって
いる。通信機器メーカー
は圧倒的なコスト圧力
を中国をはじめとする海
外メーカーから受けて
おり、日本の技術力は
世界最高であるもの
の、開発コストを価格に
上乗せできず、国として
重要な低消費電力ＮＷ
インフラを実現するため
の研究開発を企業単独
では実施できず、国家
による推進が必須であ
る。
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7359
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理

このまま
推進す
べき

KEKBの高度化やJ-
PARCなど、加速器によ
る基礎科学を進めてほ
しい

若手研究者の人材育成
につながるため 

7360

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

小林・益川両先生のノ
ーベル賞受賞を大きく
後押しした加速器施設
を飛躍的に高輝度化、
高機能化する事業であ
り、一日も早い実現が
望まれると思います。日
本がリードしてきた加速
器技術をさらに前に進
めていくことで、世界的
な協力を確保し続けて
いくことにより、投資額
を大きく上回る成果が
期待出来ると思いま
す。

世界的なプロジェクトの
大規模化、長期化にと
もなって、優位なプロジ
ェクトに研究者が集中
する傾向にあります。こ
の世界的な研究施設を
さらに進める為にも、タ
イムリーな施設の完成
とその運営が重要だと
考えます。

7361

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

先がけをより拡充すると
ともにCRESTは残して
いく形の改善は必要か
と思う。社会技術研究
開発は、脳科学と社会
科学などの境界領域の
発展など重要なテーマ
で推進すべきと思うが、
やり方はユーザーサイ
ドも含めて議論しながら
改善するのも必要か。

科研費の中で少し大型
のものを作るとか、一般
的にトップダウンで大き
いものはJSTの戦略的
創造研究 、小さくてボト
ムアップは科研費という
切り分けは、確かに役
所的には筋が通ってい
ても、研究者の方から
見て良いやり方か、議
論と試行が必要だろう。
特に領域よっても違って
いるので。

7362

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

限られた敷地や予算規
模を最大限に活かし、
世界トップレベルの研
究テーマを率先して解
明しようとする野心的な
計画であり、多いに期
待できる。

加速器を用いて宇宙初
期の現象を再現して究
明する研究は、基礎科
学の中でも多額の予算
を必要とするが、物理
学の基本法則を根源的
に実証するものであり、
将来の学問進展の基礎
的なかつ精神的な支柱
となる。本計画は巨大
システムの統合という
貴重な経験を若手研究
者や参加企業にもたら
し、将来の日本の科学
技術発展にも極めて有
益な効果を与える事が
期待できる。

大学・
公的
研究 文部 重粒子線を このまま

高エネルギーー重粒子
線によるがん治療は新
しい治療として期待され
ており、その実績も上げ
つつある。特に日本が
世界のトップを走ってお
り、、その技術的優位を
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7363

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

科学
省

24117

用いたがん
治療研究

推進す
べき

強く推進をすべきであ
る。

保つためにも強く推進を
希望する。本施策は医
療面での評価だけでな
く、これを支える科学技
術分野の人材面を含め
た有効利用が進められ
ている点も重要であると
考える。

7364

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

意義のある研究を行な
っているので、今後も安
定的に継続して研究を
続けられるように交付
金を増やす等してより
積極支援を行なって行
ってほしい。

研究提携先としてよくお
話を伺うが、Nature等の
雑誌にも掲載されてい
たり、客観的に高い評
価を得ていると思うの
で。また、成果が実を結
べば、日本の他の研究
機関もより高度な研究
成果を上げられると期
待するので。

7365

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

100Gイーサ信号の広域
転送の基礎技術を研究
開発する本施策は着実
に成果を上げており、こ
のまま推進すべきであ
る。

100Gイーサネット技術
は、世界的に増強が活
発化しているデータセン
タに適用されていくた
め、本施策である100G
イーサネット信号等を広
域転送するエッジノード
の研究開発は、国際競
争力維持・増強のため
に緊急の課題である。

7366

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24134

戦略的創造
研究推進事
業(社会技術
研究開発事
業を含む）

このまま
推進す
べき

世界に通用する国内研
究者のかなりの割合
は、JSTによるサポート
を受けていた時期があ
ると思います。 また、
多くの研究者は、JSTに
よるサポートを高く評価
しています。 
科研費で研究分野の裾
野を広げる（広く薄いサ
ポート）と共に、JSTから
の集中的なサポートを
通した「世界レベルの研
究の推進」をはかるとい
う、２段構えの研究費
は、日本の科学・技術
の最も基本であり、より
強く推進すべき施策で
あると考えます。

特に、CREST, PRESTO
（さきがけ）, ERATOは、
世界的にも認められて
おり、推進すべき施策
だと思います。 特に「さ
きがけ」は、領域会議を
行っていますが、これは
新学術領域等の班会議
と異なり、その分野のト
ップを走る領域アドバイ
ザーが、自分の経験を
もとにポジティブなアド
バイスをするという、ユ
ニークな制度です。これ
は、世界レベルの研究
者が、大学などの枠を
こえて、厳しい審査を勝
ち抜いた次世代研究者
を直接教育する機会を
与えるもので、このよう
な独自の発想による研
究体制は有益であり、
素晴らしい施策だと思
います。

大学・
公的
研究 文部 大強度陽子 このまま

J-PARC施設は世界有
数の大強度陽子加速器

この加速器施設は世界
最高レベルの性能を持
っており、そこで展開さ
れる基礎科学は世界を
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7367

機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

科学
省

24177

加速器施設
（J-PARC）

推進す
べき

施設であり、この施設の
維持、高度化は是非、
推進してほしい。

リード出来るものであ
る。またそこで開発され
る先端技術は日本にお
ける科学技術の発展に
大いに役立つ。

7368

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

急速な発展を続ける現
代社会において，エネ
ルギーは必要不可欠な
ものである．近年．主要
なエネルギー源である
石油エネルギーの枯渇
が心配されるようにな
り，新エネルギーの開
発が急がれている．新
たなエネルギー源とし
て，太陽光や風力など
の再生可能エネルギー
源の開発を推進する意
見もあるが，そうしたエ
ネルギー源は天候に左
右されることや設置面
積，コスト面などから，
将来の主要なエネルギ
ー源になりうるとは考え
られない．私は，今後の
エネルギー需要をまか
なえるエネルギー源とし
て，核融合を含む原子
力エネルギーを推進す
べきであると考えてい
る．特に，将来的に無
尽蔵なエネルギー源と
して期待される核融合
の実現を推し進めるべ
きである．ITER計画は，
その実現のために不可
欠であり，今後も国が
率先して取り組んでいく
べきである．

核融合は将来のエネル
ギー源として実現され
れば，燃料が無尽蔵に
存在することから，エネ
ルギー問題が解決され
ると思われる．また，核
融合では原子力発電と
同様に運転時にCO2を
排出しないため，クリー
ンなエネルギー源として
も注目されている．高レ
ベル放射性廃棄物が原
子力発電におけるほど
排出されない点も重要
である．こうした利点か
ら核融合の早期実現が
期待され，さらなる研究
を進めていくことが不可
欠である．現在，我が国
は核融合の研究におい
て世界的に見て高いレ
ベルにある．今後も
ITER計画をはじめとし
て世界の核融合研究を
牽引していくことができ
れば，実際に核融合が
実用化された際に世界
的な枠組みの中で主導
権を握ることができると
考えられ，将来的に我
が国に大きな利益をも
たらしてくれるものにな
ると思われる．そのため
にも，まずITER計画に
中心的な立場で参加
し，この計画を成功させ
ることが必要であり，現
段階から国が積極的に
推進していくべきであ
る．

7369
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

提案の趣旨に従って、
テストベッドを構築して、
それを利用したアプリケ
ーションの創出を行うべ
きと考えます。また、そ
のネットワークの基盤に
は、日本の誇る超高速
光伝送技術（１００Ｇ）を
利用し、その有効性を
世界に発信すべきと考
えます。 

現在のインターネットを
支える技術も、米国ＡＲ
ＰＡＮＥＴと呼ぶ研究目
的のテストベットにより、
その有効性が多くの関
係者が理解されること
から始まりました。日本
初の技術による産業創
出をおこなうためには、
新技術を多くの方が利
用できる環境が必要と
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考えるからです。 

7370

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIBFなどの先端加速器
による基礎科学を進め
てほしい。この加速器
は世界最高の性能をも
ち、世界の研究者から
待望されていたもので
ある。この計画を一層
推進することで、日本が
当分野で世界を確実に
リードできる。

世界最高の施設で研究
を行うことは基礎科学
の若手研究者育成にと
ってきわめて有効であ
り、日本がこれらの基礎
科学で世界最高水準を
維持することは、国民の
教育、文化レベルと活
力を高め、技術革新や
産業の創出につなが
り、長期的な日本の発
展に寄与する。

7371

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
的な国家予算でありま
す。次世代を担う若手、
女性の優れた能力を発
揮できるように、予算を
ふやしてさらに裾野を広
げると共に、すでに成果
の上がっている科学技
術研究成果を継続して
支援できるような政策を
遂行して下さい。女性の
場合には、年齢制限を
しないことがひろく、社
会に貢献できる能力発
掘が出来ます。

日本は、優れた科学技
術に裏付けられて発展
してきました。面積の小
さな、資源の少ない国
にとって、人材と、優れ
た科学技術が最大の財
産です。これを支えるの
がまさに、科学技術を
先取りするための先見
的な国家予算でありま
す。次世代を担う若手、
女性の優れた能力を発
揮できるようにすること
が重要だからです。

7372

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

その他

数学・数理科学を諸分
野や社会に直接活かす
ことは、現在、科学・技
術・産業の発展の鍵で
ある。本施策はすぐに
実行しなければならな
い。しかし、ワークショッ
プを時々開催するだけ
では不十分で、この施
策に関われる数学研究
者を大幅に増強し、数
学・数理科学と他分野と
の連携型の国際研究所
を設立し、タイムリーに
適切な研究者を多数長
期間招聘できる仕組み
を至急構築する必要が
ある。内容は、文科省
の他、内閣府、国交省、
厚労省、経産省、農水

科学技術の発展が我が
国の将来を左右するこ
とは明らかだが、闇雲
な実験や数値計算では
いくら経費をかけても足
りない。欧米また最近で
はアジア諸国もこれに
気付き、同じ研究費を
効率的に使うために数
学・数理科学との連携
を主目的とする国際研
究所を数学研究者主体
で数多く設立したが、我
が国にはない。それを
早期実現するために、
この施策の規模を大き
くし、世界の論理思考の
頭脳を日本主体で動か
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省などに及び国の根幹
に関わるので、合同で
予算金額は年間５億円
とすべきである。

していけるようにする必
要がある。

7373
民間
企業

60歳
～

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

最優先課題と考える。 
この技術は高度なハ－
ドウェア技術の下に成り
立つものであり 
基礎的な装置、デバイ
スの試作、開発が極め
て重要である。 

国際的な標準化を考え
ると、その中で優位性を
確保するために不可欠
な課題と考える。 
また製造の空洞化によ
る技術的裾野の矮小化
に歯止めをかけるため
により知的なな手段に
よって打開できる課題と
考える。かつ一民間企
業のレベルで対応でき
る規模のものではなく
電波政策として国として
の対応が不可欠であ
る。 

7374

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24135

最先端研究
開発戦略的
強化費補助
金

このまま
推進す
べき

内閣府政務三役等を中
心として決定した制度で
あり、事業の成果をえる
ためには着実な実施が
必要である。

我が国の先進的な研究
基盤を充実するために
は必要である。

7375
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24137
アルマ計画
の推進につ
いて

このまま
推進す
べき

世界最高性能の電波望
遠鏡建設の日米欧の国
際共同プロジェクトへの
参加を継続し、主体的
地位を確保していくべき
であると思います。

世界でも最高クラスの
電波望遠鏡の建設に主
体的に関わり、日本の
存在感を示し、また主
体的に関わることによっ
て望遠鏡完成後の利用
がしやすくなり、大きな
観測の成果を挙げられ
るのではないかと思い
ます。

7376

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

昨今の不況に伴い、科
学研究者のまたはそれ
を目指そうとしている若
手の生活は厳しくなって
いる。そのため、国内で
の研究が困難な状態に
陥ることは科学の発展
に著しく影響を与えると
思われる。それは職業
分野の拡大を妨げ、就
職率に大きくかかわると
考えられる。

若手の育成を行うこと
で、活気のある良き日
本を取り戻せると、考え
ているからです。もちろ
ん、これがすべてでは
なく一つの要因としてと
らえてください。しかし、
どこかで良い方向へ歯
車を回さないと、いつま
でも悪い方へとことが転
がると思います。よって
私は科学研究補助金の
施策を力の限り応援し
たいと思っております。

大学・

ライフサイエンスの基盤
整備の観点から、生命
現象の基本的理解のみ
ならず， 医学・薬学へ

国土も小さく資源も乏し
い日本において、科学
技術こそが我が国の発
展のために残された道
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7377

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティブ

このまま
推進す
べき

の貢献、食品・環境等
の産業応用等に寄与す
ることが期待される革
新的タンパク質・細胞解
析研究イニシアティブの
重要性を再認識してい
ただき、研究者のこれま
での努力と成果を無に
するようなことは決して
ないよう強く希望いたし
ます。f

ではないかと考えます。
本事業で開発している
技術の推進はライフサ
イエンスの強い基盤を
形成し、我が国の産業
の競争力確保のために
必須であることからも、
推進を止めることによ
る、将来への影響は計
り知れません。

7378

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は少
なくとも現在のレベルを
維持するべき。ただし、
研究費の使用ルールに
ついては改善や見直し
が必要ではあるが、現
在文科省で進められて
いる改善・見直しが非
常に良い方向へ向かっ
ていると期待できる。

科学研究費補助金は厳
密なピアレビューにより
審査が行われていて、
ここまで公正で優れた
制度は類を見ないと思
われる。科学研究費補
助金をどれだけ取れる
かが、研究者の評価に
も繋がるほどであり、日
本の研究者サポートの
基幹を成しているといえ
る。

7379
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCはミュオン、ニ
ュートリノ、中性子を使
用した最先端の科学を
推進しており、日本が本
文やで世界のトップであ
るために必要不可欠だ
と思います。 
また、環境問題の解
決、材料科学や生命科
学の発展、基礎物理学
研究などは人類の発展
のためにも益々、重要
度が増しています。ま
た、アジアで随一の加
速器を日本で発展させ
る事は、世界の有能な
科学者との交流を深め
るためにも重要だと考
えられます。 

J-PARCの中でも特にミ
ュオン科学は発展の余
地が大きく、超低速ミュ
オン、物性研究、基礎
物理研究、新エネルギ
ー開発など他の手法で
は到達できない新たな
分野を開拓する事が可
能です。 
まだ、科学分野としては
未完成の分野ではあ
り、応用によっては人類
未踏の領域に到達でき
る可能性を持つミュオン
科学に科学大国日本か
らの支援をお願いいた
します。 

7380

民間 40～ 総務

20119

地上／衛星
共用携帯電
話システム技

このまま
推進す

大規模チャネライザ／
DBF基本技術は地上／
衛星共用携帯電話シス
テムに必要なブレーク
スルー技術であると思
う。地上レベルでは機
能は検証はできるが、
衛星搭載用として、衛
星搭載環境化で使用で
きるデバイスの性能は
１桁落ちる（コストも１桁
から２桁アップ）。また、

海外の移動通信衛星
は、数百ビームのもの
が既に実用化されてい
る。 
国内では技術的には地
上実証できる程度まで
進んできたと思われる
が、打ち上げとなると更
なる開発が必要と考え
る。これらの実証衛星
への搭載技術開発は一
民間企業が全てできる
ものではなく、国策とし
て推進すべきものと思
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企業 49歳 省 術の研究開
発

べき 搭載リソース（重量、消
費電力）も厳しい制約が
ある。このような地上と
は異なる搭載上の制約
を加味した実用化に繋
がる点を意識した開発
が必要。基本技術の開
発の次のフェーズとし
て、軽量・低消費電力
化のための実証技術開
発の継続も必要と考え
る。

う。これまでの衛星搭載
技術は地上装備品で適
用している技術とは格
段に劣り、搭載に向け
た高い壁を打破するブ
レークスルーの技術開
発がなければならず、
本技術を実用化させる
ための国の後押しがな
ければ実現しえない。
本開発は、是非、推進
すべき国家施策である
と思います。  

7381

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

増額すべき。
若手有能研究者の登竜
門であり、健全に運営さ
れている。

7382

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アティフ

このまま
推進す
べき

欧米諸国では困難なも
のに焦点を絞ることで、
日本の研究を示してい
くことができる重要なプ
ロジェクトであると考え
ています。また、時代シ
ークエンサーなど世界
的に観るとやや出遅れ
ており、そういった面で
も国際的に競争力をも
ち日本の存在を示して
いくためには推進してい
くべき課題であると念い
ます。

創薬をはじめとした
様々な分野においてタ
ンパク質の構造、機能
解析というものが非常
に重要レベルまでライフ
サイエンス分野は進歩
してきました。今後この
分野において注力して
いくことは必須の事項で
あると思います。国際的
にも非常に力が傾けら
れており、このような状
況でこの分野に日本だ
け力を向けないことは
「有り得ないこと」だと考
えています。

7383
その
他

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

 光通信産業は、日本
の基幹産業として最も
重要な産業であり、また
光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
あると考えます。 
 よって、光通信産業の
研究開発を強力に推進
すべきであり、益々国と
して力を入れるべき分
野であると考えます。 

 光通信産業は、全て
の産業の基盤になるも
のであり、これからの２
１世紀の日本で最も成
長が見込める最も重要
なグリーンＩＴ産業である
からです。

7384

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

20～
29歳

文部
科学
省

24122

革新的タンパ
ク質・細胞解
析研究イニシ
アテイブ

このまま
推進す
べき

このまま推進することを
強く望みます。

タンパク質の機能や構
造解析によって医学、
薬学への研究に貢献で
き、医療や産業へ活用
が期待出来るため。ま
たライフサイエンス分野
は食品、環境等の産業
応用等に寄与すること
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等） が期待されるので。

7385

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24161
ITER計画（建
設段階）等の
推進

このまま
推進す
べき

将来のエネルギー問題
を解決するための方策
として，核融合の実現
は重要な課題である．
その定常核融合炉の実
証炉として，フランスに
おけるITERの建設及び
それに伴う周辺研究の
推進は，エネルギー資
源のない我が国の将来
にとっても非常に有益
なことである．また幅広
いアプローチ活動につ
いても，核融合を実現
することや，様々な研究
分野との連携を考慮す
る上で，重要な研究課
題を解決していくもので
あり，推進していくべき
ものであると考えられ
る．

意見の欄にも書いたと
おり，将来にわたるエネ
ルギー源の確保は，特
に資源の少ない我が国
にとっては，死活問題と
言えるほど重要な課題
である．核融合は海水
からエネルギーを取り
出すので，石油その他
のエネルギー源を輸入
に頼らざるを得ない日
本にとって，その実現に
より得られる利益は，
（他のエネルギー源をオ
プションとして持つ）他
国と比べて遥かに大で
ある．また，核融合研究
は，日本が世界に対し
てリーダーシップを取り
うる研究分野であり，
ITER建設及び幅広いア
プローチ活動の推進
は，今後の核融合研究
並びにエネルギー問題
の解決に重要な役割を
担っていると考えられ
る．

7386

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

この加速器は世界最高
の性能をもち、世界の
研究者から待望されて
いたものである。 
この計画を一層推進す
ることで、日本が当分野
で世界を確実にリードで
きる。

日本がこれらの基礎科
学で世界最高水準を維
持することは、国民の教
育、文化レベルと活力
を高め、技術革新や産
業の創出につながり、
長期的な日本の発展に
寄与する。

7387

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業

このまま
推進す
べき

データベースはこれか
らのあらゆる分野にお
いて必要不可欠なアイ
テムになっていくはずで
す。

あらゆる分野の人が、
より使いやすく、かつ、
充実したデータベースを
作っていく必要があると
思い推進すべきだと考
えます。

7388

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24102
気候変動適
応戦略イニシ
アチブ

このまま
推進す
べき

各機関，分野で行われ
ている気候変動に関す
る研究を概観し，共通
の知見，コンセンサス等
を得ることは重要であ
る．また，社会に還元す
ることを念頭においた研
究推進を考えている点
がすぐれている．

研究成果を社会に還元
することを強く意識して
研究が進められる点に
期待できる

目標の人工塩基対に関
する要素技術は、遺伝
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7389
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

目標?－１の人工塩基
対に関する要素技術
は、研究開発を促進す
べきである。

子組み換えを前提とし
たこれまでのバイオテク
ノロジーにパラダイムシ
フトを生じさせる画期的
技術であり、世界をリー
ドする人工タンパク質や
人工細胞といった成果
を創出することが可能
であるので、更に研究
開発を促進すべきであ
る。

7390

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

 現行のBファクトリー実
験は、小林益川のノー
ベル賞受賞を導いた主
要な実験として、世界の
中での存在感は大きく、
そのアップグレードには
世界中の研究者から多
くの注目を集めていま
す。イタリアでは、同様
の実験をゼロから作る
計画が進行しており遅
れを取ると、この分野で
の主導権を失う可能性
があります。

 華やかな宇宙開発関
連も研究者を引きつけ
るに充分な魅力を持っ
た事業であるが、それら
の研究も物理学の基礎
研究無しには発展は不
可能であると思います。
このような基礎的な研
究は国の予算をかけな
いと実施するのは不可
能だと思います。

7391
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

従来の重質油分解のグ
レードアップや、石油留
分の高品質化といった
新たなアプローチは非
常に重要であると考え
るため、このまま推進す
べきと考えます。

石油資源の枯渇、石油
の重質化といった課題
を考えると、製油所を最
適化するためのアプロ
ーチが、既存のプロセ
スの組み合わせや設備
縮小といったことだけで
は対応策として不足で
あると考えるためです。

7392

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

次世代スーパーコンピ
ュータは資源のない我
が国が推進すべき基盤
技術であると思われる。

次世代スーパーコンピ
ュータの開発が我が国
の科学の進展、産業競
争力の強化に資すると
ともに、グリーンイノベ
ーションやライフイノベ
ーション等の創出につ
ながると期待するから。

7393

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

 昨今、産学連携を中
心とした出口指向の研
究成果が注目されるこ
とが多くなっている。そ
こで、特に国立大学法
人の若手研究者は、そ
のことに大きく影響され
ることなく、我が国が置
かれている科学技術の
現状・課題を解決する
ための基礎研究を長期
的な展望に立脚して進
める制度として期待でき
る。

 若手研究者を支援す
る制度、特に「若手研究
（Ｂ）」について新規採択
率３０％と拡充されるこ
とは非常に評価できる。
また、同時に、「基盤研
究（Ｃ）」の採択率向上も
盛り込まれていることも
評価できる。
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7394

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

KEKB加速器/Belle実験
は小林・益川理論の検
証を初めとして、素粒子
物理上の様々な成果を
上げ、さらに素粒子の
標準理論を超える事象
の片鱗をつかみかかっ
ている。このような基礎
科学を着実に遂行する
ことは、科学技術全体
のアクティビティを長期
的に支えるために必須
である。

素粒子物理の更なる発
展のために、現在のBフ
ァクトリーを大幅に超え
る衝突性能を持つ加速
器が世界で強く要求さ
れている。これを実現す
るためには、KEKBのア
ップグレードを早急に行
うことが、最善の方法で
ある。

7395

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科研費は近年も予算の
増額が図られているも
のの、その増加額は
年々少なくなっていま
す。 
来年度も100億円の増
額が要求されています
が、さらなる増額が必要
と考えられます。

科研費は科学研究全般
にわたり、ボトムアップ
型の研究を支援するこ
とを目的としています。
このように広く研究者の
自由な発想に基づく基
礎研究を支援する仕組
みは、国内に他に見ら
れず、現在花開いてい
る研究も元をただすと
すべては初期に科研費
で支援されていたもの
ばかりです。しかし近年
は採択率も年々厳しさ
を増すばかりになり、こ
のままだと将来に花開く
基礎研究の種を植える
ことができなくなります。
これはしいては日本の
将来の基礎研究の衰退
につながります。大型
のトップダウン型の予算
の拡充のみならず、科
研費のような予算の拡
充こそ現在の基礎研究
に求められているもの
だと考えます。

7396

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

できるだけ予算を増や
して実施するべきであ
る。

資源のない日本にとっ
て、科学技術の振興は
不可欠であるが、若い
人のポストは近年削減
傾向にある。若い科学
者が将来の不安を理由
に研究から離れる例も
多い。したがってこのよ
うな予算で若い研究者
が安心して一定期間研
究に打ち込み、成長で
きる環境を確保すること
が重要である。

大型の液体ロケットの
みでは、試験衛星や小
型の打ち上げに相乗り
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7397
公益
法人

30～
39歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

推進に賛成する。

を強いられる。衛星とひ
とくくりにしても、衛星の
軌道位置が近いもので
ないと相乗りできないの
で、相棒を見つけるた
めにプロジェクトが長引
き、結果としてお金がか
かりすぎることになる。 
また、日本独自の技術
として非常に打ち上げ
成功率が高かったM5ロ
ケットの技術をもった人
材がまだ存在する間に
復活させなければ、折
角積み上げた日本の個
体ロケット技術が根絶
やしになる。

7398

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24158 活断層調査
このまま
推進す
べき

計画の進行を望む．今
後とも，国造りのための
基礎資料として，全国
の活断層の実態が詳細
に明らかにされることを
望む．

大都市圏を含めて，我
が国においては直下型
の大地震の発生を繰り
返してきた．そうした可
能性を具体的に想定し
た対処が必要である
が，そのための大きな
手がかりを活断層調査
の結果が与えてきてお
り，今後ともその継続が
不可欠と考える．．

7399
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24180
ナノテクノロ
ジーネットワ
ーク

このまま
推進す
べき

ナノテクノロジーネットワ
ークの取り組みによっ
て、ナノテクノロジー研
究に携わる産学官の利
用希望者に対して、施
設・設備を共用化し利
用機会と技術が提供さ
れている。施設・設備を
共用化による利用機会
と技術の提供は、我が
国のナノテクノロジー・
材料研究を振興する為
に、極めて有効な施策
であり、この施策がさら
に推進されるべきであ
り、その具現化には国
の積極的な支援姿勢が
必要と考える。

ナノテクノロジーで生み
出されるナノマテリアル
は、ナノサイズの粒子
状・繊維状物質特有の
生体反応がみられる
が、この方面の科学的
知見は、乏しく、生体へ
の毒性影響を見極めた
上での開発が必要とな
る。昨年度、ナノテクノ
ロジーネットワークの拠
点の一つ、阪大複合機
能ナノファウンダリの超
高圧電子顕微鏡を利用
した。加速電圧300万V
の電子顕微鏡は、材料
工学のみならず、生体
影響を研究者にとって
も極めて有効なツール
である。阪大での利用
では、十分な専門的サ
ポートを受けた他、電子
顕微鏡スクールも大変
有意義であった。施設
の予約がなかなか取れ
ないことから人気、期待
度の大きさが伺われ、し
っかりとした研究成果の
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年次報告書が作製され
ていることから、国の継
続支援が望まれる。 

7400
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24166
革新的水素
製造技術開
発

このまま
推進す
べき

エネルギー基本計画で
は「水素エネルギー社
会の実現」が掲げられ
ており、当面は化石燃
料由来の水素の活用
を、将来的には非化石
エネルギー由来水素の
開発・利用を推進すると
されている。また、燃料
電池自動車については
2015年からの普及を目
指し、インフラ整備支援
を推進するとしている。 
途上地域の経済発展な
どで化石燃料の需要は
高まり、原油価格の高
止まり状況が継続して
いることからも、非化石
燃料由来の水素製造技
術開発は着実に推進す
べきである。

化石燃料由来の水素製
造では、温暖化防止へ
の貢献は低く、また、化
学工業や火力発電、内
燃機関などと原料が競
合するため、このまま原
油価格が高騰すれば、
経済的にも有利な新エ
ネルギーとはなりえな
い。 
高温ガス炉自体は既に
技術的には確立してお
り、その高温の排熱を
利用した水の熱化学分
解技術が確立されれ
ば、温暖化防止への貢
献と水素エネルギー社
会の実現に貢献できる
とともに、原子力受容性
にも大きく貢献される。
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